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“人的資本経営 元年”の動向を踏まえた今後の展望

国内企業の中期経営計画を徹底分析、万年「未達」はもう許されない？
～「公約」側面強まり達成度も向上、持続可能性など長期ビジョンの舞台に～
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2022年には、政府関係省庁による「人材版伊藤レポート2.0」「人的資本可視化指針」「有価証券報告書での人的資本の開示義務」などのガイド
ライン策定や法整備が進み“人的資本経営 元年”ともいわれるように、大企業・上場企業を中心に「人的資本経営と情報開示」に対する関心
が非常に高まっている。2023年以降、企業はどのように「人的資本」に関する取り組みを進めていく必要があるのか、一般社団法人ＨＲテクノ
ロジーコンソーシアムの香川憲昭代表理事にお話をうかがった。

中期経営計画（中計）は、企業が主に3～5年を対象期間として、経営戦略や業績目標を策定・公表する開示情報であり、法定開示でないにも
かかわらず多くの日本企業が公表している。統合報告書を開示する企業の増加や、有価証券報告書へのサステナビリティ情報の開示義務化
など、企業情報開示をめぐる状況は大きく変化している。本稿では、日経225企業による開示の分析を通じて、中計の実態の一端を明らか
にし、その意義を再考したうえで、今後の中計の策定・開示のあり方について解説する。

製造物責任法が1995年7月1日に施行されて既に27年以上が経過したが、新規ビジネス、新規開発における製造物責任・リコールリスクの予
測可能性を高めるための法的インフラの整備が、欧米に比較すると十分に進められているとは言い難い。本稿では、TMI総合法律事務所
パートナー弁護士である原雅宣氏に、実務経験や直近の裁判例を踏まえ、最新の実務動向とともに製造物責任法で特に議論が未成熟の論
点について解説いただいた。

行政における交通事故対策は、交通事故発生箇所に対する再発防止策が中心だった。近年は、ビッグデータを活用した事故未然防止型
アプローチも進んでいるが、データ数やコスト等が課題となり、全国で広く普及しているとは言い難い。本稿では、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループ ホールディングスが開発した、ドライブレコーダー等のビッグデータとＡＩを活用した「事故発生リスクＡＩアセスメント」を紹介し、ＤＸ
化が求められる行政における今後の交通事故対策について考察する。

デジタル社会の進展により情報セキュリティリスクが高まる中、重大インシデント防止のための体制整備や技術的・物理的な対策強化は喫緊
の課題である。自治体においてもDX化の推進に伴い、行政手続きのオンライン化や業務のデジタル化が進み、サイバー攻撃の脅威が日々
高まりを見せている。本稿では、昨今の情報セキュリティリスクに関する動向を見ていきながら、企業や自治体における対策の現状や課題を
分析・考察し、今後を展望する。

政府は、2023年4月からこども家庭庁を創設する。地方自治体でも2012年の「子ども・子育て関連3法」の成立を契機として、保育所整備等
のこども政策を推進してきた。一方で、保育所等の利用者増加やニーズの多様化により、こどもの安全を脅かす新たな事故も増加している。
本稿では、こども分野でのデジタルテクノロジーを活用したこどものリスクへの対応や、ＤＸ実現の可能性、持続可能な子育て支援施策につ
いて考察する。

農林水産業における就労者の高齢化・後継者不足などの社会課題を背景に、農林漁業者の所得向上を目指し、政府や地方自治体は農林水
産物・食品の輸出促進に向けた取り組みを行っており、生産者や事業者によるさらなる輸出の増加が望まれている。輸出促進には様々な課
題が存在しているが、特に新たに輸出を開始する場合にはリスクに対する備えが重要である。本稿では、輸出支援に関わる自治体の取り組
み、輸出リスクに対する専門機関の対応を踏まえ、今後の展望について考察する。

2022年12月、わが国の安全保障に関する根幹文書である安保3文書（国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画）が改定された。
特に、改定国家安全保障戦略はこれまでの安全保障の考え方を刷新するもので、「経済安全保障」も重要なテーマのひとつとして織り込まれ
た。本稿では、2022年5月の経済安全保障推進法公布以降の関連動向とともに、前記の国家安全保障戦略の改定につき経済安全保障面を
中心に概説し、企業等がどのように本課題に向き合うべきかについても考察する。
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レジリエントでサステナブルな社会をめざして年間シリーズ

1　RMFOCUS Vol.85 〈2023 Spring〉

要旨
▪2022年は、人的資本の開示について投資家と企業の間に共通のルールができたことに意義があったといえる。
▪人的資本の開示の基準に則り、情報開示を進める企業は、開示に積極的な企業と、様子見の企業という二つの企業群

に二極化するものと予想する。
▪積極的に情報開示を進める企業は、データドリブン注1）人的資本経営を実践しており、投資家をはじめとする外部から

高く評価されている。
▪今後は、少子高齢化に伴う労働者人口の減少によって、企業による人的資本（人材）の奪い合いが激化する。企業は競

争に勝ち残るために、人的資本経営と情報開示を実践することをますます求められるようになる。

“人的資本経営 元年”の
動向を踏まえた今後の展望

2022年の政府関係省庁によるガイドライン策定や法整備を
受け、大企業・上場企業を中心に「人的資本経営と情報開示」
に対する関心が非常に高まっています。2023年以降、企業は
どのように「人的資本」に関する取り組みを進めていく必要が
あるのか。同分野の動向に詳しい、一般社団法人ＨＲテクノロ
ジーコンソーシアムの香川憲昭代表理事にお話をうかがいま
した。

 

1．2022年の振り返り
 

Ｑ．2022年は、“人的資本経営の元年”といわれる年でした。
政府関係省庁は、「人材版伊藤レポート2.0」「人的資本
可視化指針」「有価証券報告書での人的資本の開示義
務」などガイドライン策定や法整備を進めました。企業
にとって、どのような影響や意義があったととらえている
かお聞かせください。

 

政府による人的資本に関するガイドライン策定や法整備は、
企業にとって非常に大きな意義がありました。まず、企業経営
のあり方そのものには、パラダイムシフトといえる変化が起きて
います。企業は気候変動への対応やテクノロジーの進化を受け
て、アジリティー（俊敏性）と環境適応を求められるようになり、
従来の経営のやり方では、太刀打ちができなくなっています。

そのような中で、人的資本こそが企業価値向上の源泉とい
う認識がＥＳＧ投資家たちに広まっています。彼らは「人的資
本という非財務情報も重要なので積極的に開示して欲しい」
という意見を、各国政府・規制当局に強く主張してきました。

これまで人事に関係する情報は、触れてはいけないもの、外
に出してはいけないものという扱いでした。また、開示するとな
ると、データ整備が必要ですし誤解が起きないように適切な
説明やそのための用意も必要であり、大掛かりな取り組みと
なります。そして、情報は一度公開すると後戻りができません。
その意味で、人的資本の情報開示は、パンドラの箱です。各国
政府・規制当局に届いていた多くのリクエストによって、このパ
ンドラの箱が開き始めていたのです。

投資家は、企業に対して、株式を通じて資金を託すことしか

一般社団法人ＨＲテクノロジーコンソーシアム
代表理事　　　　　　　　　香

か が わ

川 憲
の り あ き

昭 氏

【聞き手】
MS&ADインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部
リスクマネジメント第四部 健康経営サービスグループ
上席コンサルタント　　　　　　　西

に し だ

田 耕
こ う た ろ う

太郎
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できません。そのため、価値向上の源泉としての人的資本につ
いて積極的に開示する企業を評価しようとしています。さらに
いうと、経営者に対して「局面を変えることができる優秀な人
材を揃えていること」を開示することを期待しています。

少し横道にそれますが、将棋界では藤井五冠（記事執筆の
2023年2月時点）が活躍しています。ＡＩを使いこなしたシミュ
レーションで、局面を変えるクリエイティブな打ち手を取ってい
ます。テクノロジーによって、従来とは異なる選択肢やセオリー
が可視化・分析されています。ビジネスの世界でも同じで、テクノ
ロジーを活用することで可視化・分析し、局面を変える打ち手を
取ることで、企業に成長をもたらすことが重要になっています。

政府が示した指針や有価証券報告書の開示ルールは、企業
の担当者にとって非常に有益です。人的資本の開示を行い、投
資家と対話が必要という認識までは醸成されていましたが、情
報開示にあたっての物差しがありませんでした。コミュニケー
ションのプロトコル注2）がなかったともいえます。サッカーのワー
ルドカップの話で盛り上がっているところに、プロ野球で2022年
に史上最年少で三冠王を取ったヤクルトの村上選手のホーム
ランの話を持ち込んでも会話が合いません。投資家と企業の間
で、コミュニケーションを少なくともこのレベルで合わせればい
いというミニマムの物差しができたところに大きな意義があり
ます。積極的に人的資本を開示する企業には、投資家から高い
評価が得られるチャンスが広がっています。

Ｑ.日本における人的資本の可視化・開示における特徴は
どこにあるかを教えていただけますでしょうか。

 
経済産業省が強い危機感を持って、何年も前から専門の

研究会を立ち上げて有識者との議論を重ねてきた延長線上
に、今回の開示ルールの整備があります。人的資本の開示は、 

上場企業にとっては義務となりますが、積極的に開示していく
企業と、積極的には開示しない企業の間に、大きな差が開くこ
とになります。

非財務情報の開示と投資家との対話の重要性に気づき、積
極的に開示している企業群（主に統合報告書を既に出してい
る約800社が該当）は、人的資本の開示の重要性を認識してお
り、ついに本丸が来たというとらえ方をしています。この企業
群は、開示の範囲を広げることと、開示の質を高めることを考
えて、熱心に動いています。

一方で、これから開示を始める企業の多くは、積極的に開示
を進めるべきか経営において判断に迷っており、様子を見て
いる傾向があります。開示にはコストがかかります。人をアサ
インして体制を整備し、時間と労力を費やします。そのため、情
報開示によって得られる見返りに対して、懐疑的に見ている経
営者もまだまだいます。

このように、日本における人的資本の開示は、大きく二つの
企業群に分かれ始めています。ここに日本における人的資本
の可視化・開示の特徴があります。先行する企業群と、様子を
みながら進める企業群の間には、現時点では大きな差は開い
ていません。ただ、2～3年後には企業価値に大きな差が開い
ているものと予想しています。

 

2．人的資本経営・情報開示の現状と
今後の推進 

Ｑ.日本企業の人的資本経営・情報開示に対する現状のご
認識と、今後の推進において重要と思われることにつ
いてお聞きします。人的資本調査2022（図1）で用いたフ
レームワークの四つの視点で教えてください。

（一社）HRテクノロジーコンソーシアム、 HR総研（ProFuture（株））、MS&ADインターリスク総研
（株）が共同で企画・運営している調査。「人材版伊藤レポート」「人的資本可視化指針」等を参考とし
ながら、有識者等の監修も踏まえて独自のフレームワークを作成し、下図の枠組みにしたがって企業の
人的資本経営および情報開示の取組状況を評価する仕組みを構築した。

今年度は初回開催として2022年9月～12月の期間で調査を実施し、上場企業を中心に280社が回答
した。回答企業に対しては、全体平均や同業平均と比較して自社の取り組みがどの程度の水準にある
かを可視化して把握できるフィードバックレポートを無償返却している。

【図1】人的資本調査2022
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Ｑ.まず「人的資本経営への変革」について、日本全体では

どのようなレベルにあるととらえていますか。また、これ
から本格的に推進する企業も多いと思いますが、課題
はどこにあると考えていますか。

 
政府が2022年に「人材版伊藤レポート2.0」「人的資本の可

視化指針」を出したのは、人的資本経営も人的資本の情報開
示も、まだ十分できていない企業が多いととらえているためで
す。日本全体のレベルは、そこから逆説的にとらえることがで
きます。

また、人的資本経営を進める上での日本企業の課題は、「優
秀な人材の定着」にあります。これは労働契約がメンバーシッ
プ型注3）となっている点が関係しています。メンバーシップ型で
ジョブディスクリプション注4）を作成していないために、従業員
のスキルレベルの可視化ができていません。評価の軸となる
スキルレベルを測れていないので、パフォーマンスへの評価に
納得感がなく、ペイフォーパフォーマンス注5）という公平な処
遇ができていません。実力を発揮してくれる人材に対して、より
手厚く報いることができず、「優秀な人材の定着」ができていな
いという課題につながっています。

ペイフォーパフォーマンスは、徹底していくと、「生産性」の
話が必ず論点として出てきます。特に、管理部門の「生産性」の
可視化は、難しいものととらえられがちです。しかし、管理部門
でも、工場における「単位あたりの生産性を高める取り組み」
と同様にとらえてください。管理部門の場合、「生産性」は、「単
位あたりの作業コスト」をみることになるだけです。

たとえば、給与計算業務は、「1人あたりの従業員の給与を
計算するためのコスト」を計算すると、給与計算担当者の「労
働生産性」を測ることができます。デジタル技術を活用するこ
とで、「単位あたりの作業コスト」は大きく下げることができま
す。具体的な方法としては、「紙からパンチ入力するのを止め
る」「外部のクラウドサービスを活用して、データ収集・計算を
行う」「エラーチェックをシステムで行うことで、ヒューマンエ
ラーを減らす」などがあります。これらの計測方法の導入の前
後を比較すると、「単位あたりの作業コスト」が低減できたの
か、パフォーマンスを向上することができたのかを測定でき、
可視化できるようになります。

また、あわせて、「生産性」を高めるには、「業務プロセスの変
革」も必要となることについても触れておきます。「自社で抱え
る業務プロセスは、どこまでとするのか」を考えることで、管理
部門も「生産性」を高めることができ、成果を評価することが
できます。日本のホワイトカラーの「生産性」は、国際的にみて
低く、生産性向上の観点からは伸びしろが大きいため、宝の山
だともいえます。このように、自社の人的資本に関わる課題を
要素分解し、適切な手を打って効果検証するサイクルが人的
資本経営には求められるといえるでしょう。

 
Ｑ.「ＨＲテクノロジーの整備」も、不十分な企業が多いと考

えています。ＨＲテクノロジーの活用におけるポイント
があれば、お聞かせください。

 
ＨＲテクノロジー活用を社内で推進するための１番のポイン

トは、製造業が工場に投資するときと同様に、経営者に投資の
リターンを説明して、理解いただくことにあります。工場を建て
る時は、経営者は10年や20年のスパンで投資へのリターンを
考えます。ＨＲテクノロジー投資の場合は、技術の変化が早い
ために短くなりますが、3年や5年のスパンで考えます。

投資のリターンは、「利益の増加やコストの低減」だけでなく、
「優秀な人材の定着」にもあることを説明する必要がありま
す。すべての投資の価値を金額換算するのは難しいかもしれ
ませんが、数値を見せながら投資効果を示していくこと自体が
重要です。

たとえば、ＩＳＯ30414では「採用の質」という基準がありま
す。日本企業の人事は、「採用の数」を採用活動のＫＰＩとして
設定していることが多いですが、入社後に活躍する人材を採
用することが重要です。本質的な成果・ＫＰＩは、優秀な人材を
効率的に採用できたかどうかに関わる指標でとらえるべきで
す。活躍度50％の人を10名採用した場合と、活躍度100％の人
を5名採用した場合では、「採用の数」で評価をすると前者が
成果を上げていることなります。しかし、「採用の質」で評価し
た場合は、成果は同等となります。さらに「採用に関わる事務
処理コスト」まで考えるとどうでしょうか。アウトプットは同じ
でも、前者はコストが掛かっているため、後者の方が成果を上
げていることになります。「優秀な人材の定着」という観点でリ
ターンを定義して説明できることが、ポイントの一つとなるこ
とが分かるのではないでしょうか。

また別のポイントとしては、領域を「人材の流動性」と「人材
の活用」に分けて理解することにあります。一つ目の「人材の流
動性」は、「離職率」や「採用の質」でとらえることができます。
先ほど触れた「採用の質」は、管理にあたって、思考特性・行
動特性を可視化するために、アセスメントテストなどを活用す
ることも重要となります。テクノロジーの導入によって、「採用
の質」を管理できるようになると、取り組みが価値向上につな
がっていることを説明できるようになります。

二つ目の「人材の活用」には、「学習能力の可視化」というテー
マがあります。人材育成は、オンライン研修が多くなりました
が、研修の受講データを活用して、「学習能力の可視化」も可能
となりました。一定の時間研修を実施して、レポートを提出して
もらい、評価することで計測することができます。「学習能力の
可視化」は、日本企業では耳にしませんが、Ｇｏｏｇｌｅでの取
り組みが有名です。重視していることの表れとして、同社はＣＬＯ

（Chief Learning Officer）という役職を設置しています。学
習能力が高い人を揃えていけるかどうかは、組織の競争力に関
わる課題ととらえているからです。

最後に、ＨＲテクノロジーの活用による「従業員の能力の 
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可視化」は、年齢に関係なく能力が定量化されるため、年功序
列型の企業文化においては従業員同士の嫉妬を生むことにも
つながることに触れたいと思います。嫉妬に配慮すると、「従業
員の能力の可視化」は進められません。その結果、ペイフォー
パフォーマンスの考え方を定着させることもできなくなります。
ＨＲテクノロジーの活用によって「従業員の能力の可視化」を
進める取り組みは、まさに経営者の仕事ととらえるべきだと申
し上げたいです。

Ｑ.「データドリブン人的資本経営の実践」までできている
企業は、先進的な取り組みを進める企業の中にはある
と思いますが、そのような企業はなぜ先行できたので
しょうか。

 
先進的な企業としては、日立製作所が有名です。2008年に

起きたリーマンショック以降の経済的な大不況の中で、同社
は経営危機を迎えたことが、結果的に人的資本経営で先行す
ることにつながりました。

経営改革の方向性は、「グローバル規模で、社会課題の解
決ソリューションを提供していく」と示されていましたが、その
ようなビジネスを牽引できるビジネスリーダーや経営人材が、
全世界で何人いるかを把握して育成する仕組みができていな
いことが課題となりました。

そのため、同社では、人事組織改革の中でも「経営人材候
補の育成」が、重要度の高いテーマとして取り組まれました。 
どのようなスキルセットを備えた経営人材がどれだけ必要か
を明らかにし、不足する状況を把握して、育成に投資して検
証するというＰＤＣＡを回してきました（図2）。10年がかりで 

しっかりと経営の基盤を強化してきています。その取り組みが、
まさに「データドリブン人的資本経営の実践」ですので、先進企
業としてとらえています。

Ｑ.「戦略的開示と対話」も非常に重要ととらえています。 
分かりやすい効果やその事例などがあれば、教えてくだ
さい。

 
味の素グループが参考となります。実際に、自社の状況を外

部にレポーティングしようとすると、同社の開示の質の高さが
分かります。開示資料を見ると、数値に基づいたデータドリブ
ンなマネジメントに取り組んでいることが分かります。

味の素グループでは、「事業を通じて社会価値と経済価値
を共創する取組みにより成長する」という考えに基づいた経
営を進めており、この取り組みをＡＳＶ(Ajinomoto Group 
Shared Value)と称しています。ＡＳＶ経営の推進にあたっ
て、戦略的な情報開示を進めています。

まず、数年分の数値を出せること自体が、何年にもわたる組
織変革の結果であり、一朝一夕にできることではありません。
データドリブンではない経営では、次頁図3のような図は出せ
ません。様々なアクティビティを計測して検証するにあたって、
どの領域でどのテーマで始めるかは、業績につながる関係性
や要素を定義できていなければできません。数値データと改
善の蓄積があってはじめて出せるレポートです。

また、開示している情報の中で「生産性の向上」を取り上げ
てみてみると、「チーム・組織の問題対応力」「継続的な業務プ
ロセスの効率化」「必要以上の承認プロセスがない」にブレイ
クダウンして、マネジメントが行われています（次頁図4）。

【図2】日立製作所の経営人材候補の育成
（出典：日立製作所より提供「経営戦略に連動した人財戦略の実行（この10年の歩みとこれから）」2022年10月12日）
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【図3】ＡＳＶ実現プロセス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：味の素グループより提供 ＡＳＶレポート2022（統合報告書））

【図4】味の素グループのエンゲージメントサーベイと業績の関連　　 　 　 　（出典：味の素グループより提供 ＡＳＶレポート2022（統合報告書））
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一つ目の「チーム・組織の問題対応力」については、組織の
中で、何が問題かを定義されているのだと思います。また、解
決までの時間や、問題の重さ、難易度の高い問題を短期で解
決につなげることなどを管理されているのかもしれません。こ
のような図を出せることを踏まえると、数値に基づいたデータ
ドリブンな人的資本経営を積み重ねてきたことがうかがえま
す。投資家の視点に立って考えてみましょう。数値に基づいた
データドリブンな人的資本マネジメントの一端を開示できる
企業とそうでない企業を比べて、どちらの企業を信用するで
しょうか。当然ながら、数値を開示できる企業を信用します。
味の素グループは、人的資本の情報開示の取り組みが企業価
値向上につながることを示してくれる企業事例です。

 

3．2023年度以降の展望と
企業に必要な準備

 

Ｑ.どのような重要な動きがあると思われますか、もしくは
注目していることはありますか。

 
2023年度以降に日本でほぼ確実に起こることとして、若く

て優秀な人的資本（人材）の奪い合いと、人的資本経営と 

情報開示の競い合いが激化すると思います。日本は、少子高
齢化という非常に重い社会的課題を抱えています。少子高齢
化は、企業活動にも非常に大きなインパクトを既に与えていま
すが、人材の奪い合いがさらに激化します。

特に少子化の影響が分かりやすいでしょう。出生数は、直近
20年で、2/3まで減少しています。直近50年のスパンでみると4
割まで減少しています。吸収力・学習能力の高い、若くて優秀
な労働者の供給自体が既に大きく減っていることが分かります

（図5）。
人的資本の開示は、パンドラの箱です。投資家の視点から見

てというだけでなく、採用応募者の視点から見ても、企業がい
かに「魅力的で働きやすく」「働きがいも高く」「成長機会を提
供してくれるか」が分かるようになります。

ただ、企業にとって、人的資本の開示は、厳しい経営環境に
おいて、これまでの経営のあり方を再考する一つのきっかけに
しか過ぎません。経営者自らが、人事戦略の立案に深く関与
し、人事部門と連携しながら打ち手を推進することになりま
す。経営者は、競争に勝ち残り、勝ち上がっていくためにも、今
後一層、人的資本経営において多くの投資と打ち手を必要と
することになるでしょう。

（出典：「令和4年版厚生労働白書」を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）【図5】出生数の推移
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注）

1）データドリブン
経験や勘を起点とするのではなく、収集したデータとその分析を起点に、判
断や意思決定を行うこと

2）プロトコル　
複数の人の間で、何かを実行するときの手順やルール・考え方を定めたも
の。近年は、コンピューターやソフトウェアでデータをやり取りするために定
められた手順や規約・規格の意味で使われることも多い

3）メンバーシップ型の労働契約
職務や勤務地などを限定せずに結ぶ雇用契約。従来の日本企業で一般的に
行われてきた。近年、職務を明確に定めた労働契約を日本国内では、ジョブ
型と呼び、対比してとらえられている

4）ジョブディスクリプション
職務内容を記載した文書。欧米では労働契約を結ぶにあたって、一般的に
利用されており、日本でも導入企業が広がっている

5）ペイフォーパフォーマンス　
業績の達成度に応じて給与を決定する方法

 
Ｑ.2023年度以降、企業はどのようなことを意識して準備

を進めるべきか教えて下さい。
 
企業には、人的資本の開示から目を背けるのではなく、メ

リットしかないことを意識して欲しいと申し上げたいです。
まず経営者には、人的資本の開示を通じて、経営手法を見

つめ直す機会にしていただきたいです。積極的に開示を行うこ
とで、優秀な即戦力や人材を外から採用することにつながり、
組織を強くすることができます。経営者は、人的資本開示を頑
張った分だけ強い組織が作れることを意識していただきたい
と思います。

人事部門には、効率的に可視化が進み、より精緻な意思決
定ができるようになることを意識していただきたいです。人事
部門の取り組みに対して、説明力も高まります。人事部門は、
今後、処遇改善やペイフォーパフォーマンスを考えた判断もで
きるようになることを意識していただければと思います。

また、採用応募者の視点で見たときのメリットも、企業とし
て意識すべき点となります。採用応募者は、これまで限られた
企業情報しか見ることができませんでした。今後は、採用応募
者は、ブラックボックスの部分が多かった企業に対しても、開
示された情報を通じて、入社に向け判断しやすくなります。採
用応募者は、自分が持っている仕事への価値観やキャリアへ
の価値観に対して、フィット感の強い会社との縁を作りやすく
なります。

以上のように、経営者、人事部門、採用応募者と、どのよう
な視点から見てもメリットが大きいですが、あえてデメリット
を挙げると、「手間がかかること」と「議論がまとまりにくいこ
と」そして「準備が大変ということ」となります。ただ、そのよう
なデメリットを踏まえても、見返りは十分に大きいのではない
でしょうか。2023年度以降、企業はこのようなメリットを意識
して、人的資本についての情報開示を進めていただければと
思います。

以上
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1. はじめに
中期経営計画（以下、「中計」）は、企業が主に3～5年を対象

期間として、経営戦略や業績目標を策定・公表する開示情報で
ある。法定開示でないにもかかわらず多くの日本企業が公表し
ており、日本ＩＲ協議会（2022）の調査によると投資家向け広報

（ＩＲ）活動を実施している企業のうち、中計を「策定し公表し
ている」割合は70.0％に達する。投資家にとって投資判断の材
料となるだけでなく、社内（従業員）向けに経営戦略を周知する
効果があるなど、社内外のステークホルダーから注目される開
示情報として盛んに活用されている。

そのため、多くの日本企業が中計を策定し売上高や営業利
益などの業績目標を掲げるが、最終年度に未達に終わる場合
が大半とされる。任意開示である中計は記載内容や体裁が一
律でないため、データベースの構築が困難であることから学術
的な研究の数も限られている（淺田・山本 2016）。企業自身によ
るレビューも少なく、中計はなじみ深いＩＲ資料ながら、意外に
も開示や目標の達成状況などの実態は明らかでないのが現状
である。

一方、2015年6月に導入されたコーポレートガバナンス・コー
ド（以下、「ＣＧコード」）が中計に言及するほか、企業のＥＳＧ
やＳＤＧｓに対する意識や取り組みへの関心の高まりも受け

要旨
▪中期経営計画（中計）とは、企業の開示情報で向こう3～5年の経営戦略や定量的な事業目標を公表するもの。 

開示は義務ではないが、日本国内では多くの企業が開示してきた長い歴史がある。投資判断などでの活用が盛
んだが、ほとんどの企業で未達が常態化することに批判や不要論も根強い。

▪中計の実態についての研究は意外に多くない。データベース整備の困難さなどが理由だ。そこで本稿では、日経
平均株価を構成する225社（日経225企業）の直近の中計を対象に、定量目標の設定と達成の状況、近年注目度が
増す非財務情報（ESG）への言及について集計・分析した。

▪調査では、売上高や営業利益など伝統的な財務指標の目標は、一般的なイメージと違わずほとんどが未達と分
かった。一方で、目標設定では、保守化の傾向がみられた。コーポレートガバナンス・コードの導入などでステーク
ホルダーに対する「公約」としての位置付けが強まったためと推察される。加えて、直近では非財務（ＥＳＧ）情報の
拡充が確認できた。気候変動のほか、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）やマテリアリティ、長期ビジョンへの言及も増
えた。

▪中計は今後、公約としての精度向上とともに、サステナビリティ経営の発想を取り込んだ任意開示として進化する
ことが期待される。

国内企業の中期経営計画を徹底分析、
万年「未達」はもう許されない？ 
～「公約」側面強まり達成度も向上、

　
持続可能性など長期ビジョンの舞台に～

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
リスクコンサルティング本部
リスクマネジメント第三部 サステナビリティ第二グループ
主任コンサルタント　 　 　 　 　 　 石

い し か わ

川 隆
た か ひ こ

彦
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て、非財務情報の開示拡充などの変化も指摘されている（枝廣 
2022）。

統合報告書を開示する企業の増加や、有価証券報告書への
サステナビリティ情報の開示義務化など、企業情報開示をめぐ
る状況は大きく変化している。本稿では、日経平均株価を構成
する225社（以下、「日経225企業」）による開示の分析を通じて、
長い歴史を持つ任意開示である中計の実態の一端を明らかに
し、その意義を再考したい。

 

2. 中期経営計画をめぐる現状と課題
中計は任意開示のため明確な定義は存在しない。本稿では

中計に関する先行研究や書籍に共通して指摘される内容を基
に、「将来の3～5年を対象期間として最終年度のありたい姿を
掲げ、財務的な定量目標をはじめ経営目標の実現に向けた戦
略を内外に示すもの」との定義を与えたい。

日本では1978年に経済が安定成長期となった頃に中計を導
入する企業が現れ、現在のように多くの企業が公表するように
なったのは2000年代前半からとされる（藤田 2021）。2000年代
当時の日本経済は不良債権問題に見舞われており、中計策定
には経営危機に陥った企業が金融機関に債務の返済計画を
説明するという意味合いもあったようだ。なお、中計は日本独
特のＩＲ資料で、海外ではあまりみられない。一因に、米国をは
じめ海外では業績ガイダンスの目標未達が経営陣の責任問題
につながりかねないが、日本ではほとんど責任を問われること
がなかったという彼我のガバナンスの違いが挙げられる（枝廣 
2015）。

ガバナンスの差異がもたらす「本気度」の低さは、中計に関す
る研究においても目標未達という結果として表れている。日経
225企業の中計を調査した吉田・藤田・岩澤（2021）によると、
財務目標を公表している182社が中計で掲げた「複数の財務目
標数に対する達成数の割合」は合計50.88％と半数程度にとど
まっている。

目標の達成状況だけでなく、設定の内容にも課題がある。生
命保険協会（2022）の調査によると、中計策定企業の46.5％が

「売上高・売上高の伸び率」を経営目標に掲げているが、この
指標を重視する投資家の割合は21.1％にとどまる。一方、46.3％
の投資家が重視する「投下資本利益率（ＲＯＩＣ）」を目標値に
盛り込む企業は2.8％に過ぎず、ステークホルダーとの対話ツー
ルとしての中計には機能不全の実態が垣間見える。

このように中計は経営目標としてもＩＲ資料としても形骸化
の一面がありながら、計画の策定や公表に費やす時間的・人的
なリソースは大きい。同業他社に詳細な戦略を明かすことにも
なりかねないことを理由に、中計の開示を取りやめる企業もあ
る。また、“ネット系”企業のように市場環境の変化が日進月歩
で中長期の予想が極めて困難な業界では、そもそも3～5年の 
計画を策定できないことを理由に中計を開示していない企業も

少なくない。
しかしながら、近年は中計を取り巻く状況も変わりつつある。

中計をめぐる最も大きな変化は2015年6月に導入されたＣＧ
コードである。従来の中計はあくまで任意開示という位置付け
だったが、ＣＧコードには導入当初から中計への言及が盛り込
まれた。2021年6月に2度目の改訂がなされた現行ＣＧコードに
は以下の記述がある。

「取締役会・経営陣幹部は、中期経営計画も株主に対
するコミットメントの一つであるとの認識に立ち、その実
現に向けて最善の努力を行うべきである。仮に、中期経
営計画が目標未達に終わった場合には、その原因や自社
が行った対応の内容を十分に分析し、株主に説明を行う
とともに、その分析を次期以降の計画に反映させるべき
である」（補充原則4-1②）

ＣＧコードは上場企業が行うべき企業統治の原則・指針で、
法令ではないものの上場企業にとって無視できない。上場企
業は、「コーポレートガバナンスに関する報告書（以下、「CG報
告書」）」の提出義務がある。実際に中計を開示していない企業
のＣＧ報告書には、開示しない理由の記述が確認できる。ＣＧ
コードでの明示により、中計の目標は「努力目標から公約に変
化した」（藤田 2021）との指摘もある。CGコード導入後には、
社長交代に際して企業側からの言及はないものの、報道により

「中計の達成が困難になったことによる引責辞任」との背景が
伝えられた事例もある。

ＣＧコードは現行版で、気候関連財務情報開示タスクフォー
ス（ＴＣＦＤ）などの国際的枠組みに基づく気候変動開示をは
じめ、サステナビリティ情報開示の充実を求めている。それ以
前の2010年代から、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩ
Ｆ）の国連責任投資原則（ＰＲＩ）への署名（2015年9月）や、経
済産業省の「持続的成長に向けた長期投資（ＥＳＧ・無形資産
投資）研究会」報告書（いわゆる「伊藤レポート2.0」）発行（2017
年10月）など、非財務情報の開示拡充が進められた。これらのＥ
ＳＧやＳＤＧｓへの意識の高まりを反映し、中計に環境や社会
に関わる非財務情報を記載する企業が増えたという指摘がある

（枝廣2022）。
前述のように、目標未達やステークホルダーとの対話ツール

としての機能不全といった課題から、中計に対する批判や不要
論は少なくない。一方、ＣＧコードをはじめ企業情報開示をめぐ
る状況や見方も変化してきた。今や財務目標は確実に達成され
るべき「公約」と見做され、ＥＳＧに関わる非財務目標の開示拡
充の傾向も読み取れる。

巷間指摘されるこうした変化について実態を明らかにすべ
く、日本を代表する企業である日経225企業の中計を調査した。
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次章では、財務・非財務の定量目標を中心に、日本企業の実状
を分析する。

3. 中期経営計画の実態調査
調査は、構成銘柄の入れ替えがあった2022年4月4日時点の

日経225企業を対象に行った。新型コロナウイルス感染症の影
響などによる開示の延期も含めると、同年3月末時点で中計を
策定・公表している企業数は197社で、全体の87.6％に達した。
なお、非開示企業は市場の不確実性が高く業績予想が困難な
業種に目立つ。特に日本経済新聞社の分類でサービス業に該
当する企業はネット事業を主力とするものが多いこともあり、同
業種の開示は14社中5社にとどまった。

中計を開示する197社について、本稿における財務目標の実
態調査では目標達成や設定の状況を明らかにするため、現行
計画を含む直近3期分の中計について定量目標を定めた開示
を収集し、最終的に190社による合計521件の中計を集計対象
とした。今回の調査では特定の中計において当初設定された目
標値を達成すべき「公約」ととらえており、期間中の目標修正や
毎年見直しを行うことにより達成時期が不明確なケース（いわ
ゆる「ローリング方式」の中計）は分析対象から除いている。

なお、本稿の集計・分析では日本経済新聞社による36業種を
基に、構成銘柄を製造業と非製造業、金融業に分類した。うち
製造業は、さらに素材、加工組立、その他製造の中分類を設け
ている。分類の内訳は表1のとおり（括弧内の数字は構成銘柄
数）。

非財務情報は開示状況を把握するため、中計開示企業197
社を対象に集計した。売上高や営業利益などの伝統的な財務
指標に比べ、非財務目標は各社が設定する指標の自由度が高
く、気候変動対策や人材育成など目指すものは同じでも用い
る数値や目標年度にバラつきがある。そのため「環境」「社会」 

「企業統治」のＥＳＧ要素を基に、定性的・定量的な記載内容に
基づき独自の分類で集計した。

⑴財務目標の達成状況

企業が中計の目標として設定する財務指標の種類は多岐に
わたる。財務目標を分析するにあたり、集計した企業の中計で
策定件数が多い全社目標の9指標を対象とした。策定件数の上
位9指標は順に、①ＲＯＥ（自己資本利益率）、②売上高、③営
業利益、④営業利益率、⑤配当性向、⑥設備投資、⑦当期純利
益、⑧Ｄ/Ｅレシオ（負債資本倍率）およびネットＤ/Ｅレシオ（純
負債資本倍率）、⑨営業キャッシュフロー（ＣＦ）だった。

上記9指標のうち、最終年度の実績と当初目標の比較が可能
な事例について達成状況を集計した結果が表2である。表中の

「達成割合」は設定した目標数に対する達成数の割合、「達成
度」は目標値と比較した実績の達成率の平均を示す。たとえば、
ある中計が売上高と営業利益、ＲＯＥの3指標について目標を
掲げている場合、実際に目標を達成したのが売上高の1つのみ
であれば達成割合は33％となる。また、売上高目標の100億円
に対して120億円を達成した場合、達成度は120％といった具合
に計算する。同様に売上高の目標について達成度が60％だった
別の中計があるとき、本稿では両者の平均により全体の達成度
を90％と集計した。最終年度が赤字の場合、営業利益や配当性
向など、達成度を算出できない指標は集計から除いている。

達成割合は配当性向（68.8％）とＤ/Ｅレシオ（56.5％）、設備
投資（50.7％）が分析対象の半数以上で当初目標を上回り、い
ずれも達成度は100％超となった。一方、達成割合の低い指標
は売上高（24.3％）、営業利益（27.5％）、営業利益率（28.4％）
であり、目標の設定数も多い伝統的な財務指標で低調さが目
立った。

達成状況の結果について、2015年6月を基準にＣＧコード 

業種 小分類

製造業（134）

素材（49） 繊維（4）、パルプ・紙（2）、化学（17）、石油（2）、 
ゴム（2）、窯業（8）、鉄鋼（4）、非鉄金属製品（10）

加工組立（61） 機械（15）、電気機器（29）、造船（2）、自動車（10）、
精密機械（5）

その他製造（24） 食品（11）、医薬品（9）、その他製造（4）

非製造業（70）
水産（2）、鉱業（1）、建設（9）、商社（7）、小売業（7）、
不動産（5）、鉄道・バス（8）、陸運（2）、海運（3）、 
空運（1）、倉庫（1）、通信（5）、電力（3）、ガス（2）、 
サービス（14）

金融業（21） 銀行（10）、証券（3）、保険（5）、その他金融（3）

【表1】日経225企業の業種分類一覧

財務指標 策定
件数

分析
対象

達成
件数

達成
割合 達成度

ROE 350 239 85 35.6% 76.4%

売上高 341 255 62 24.3% 91.0%

営業利益 333 255 70 27.5% 73.9%

営業利益率 228 162 46 28.4% 75.6%

配当性向 220 141 97 68.8% 124.1%

設備投資 210 152 77 50.7% 102.9%

純利益 200 151 60 39.7% 71.7%

D/Eレシオ 156 115 65 56.5% 106.9%

営業CF 127 78 31 39.7% 90.9%

【表2】財務目標の上位9指標の達成状況
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導入前後での比較も行った。ＣＧコードの導入で中計が事実上
の公約との見方が広がったことなどから、中計の達成状況は改
善が期待されたものの、上位9指標の達成割合はＣＧコード導
入後ですべて悪化する結果となった。これは新型コロナウイル
スの感染拡大による押し下げが大きいと考えられ、たとえば売
上高の達成割合は30.2％から19.4％にまで低下するなど伝統
的な財務指標に外部環境悪化の影響が目立った。一方、配当
性向の達成割合はＣＧコードの導入前後で71.7％から67.0％に
低下したものの、前述の売上高や営業利益（36.8％から19.6％
に低下）などと比べて下げ幅は限定的だった。株主に約束した
配当性向を実行しようとする企業の姿勢がうかがえる。

⑵財務目標の設定状況

財務目標の設定状況では、主にＣＧコード導入による変化を
紹介したい。中計における当初目標と策定前年度の実績との比
較について、ＣＧコード導入前の集計が表3、ＣＧコード導入後
が表4である。目標設定については前年度以上への改善を掲げ
る指標を「成長目標」として集計した。「成長割合」は設定した目
標に対する成長目標の割合、「成長度」は目標と前年度実績を
比較した成長率を指す。なお、中計の目標は前年度実績を上回
る数値を掲げることが当然に思えるが、後述する要因のほか何
らかの特需で一時的に業績が拡大した場合は本来の実力に照
らした目標が設定される、事業売却によって押し下げが生じる
など、結果的に直近の実績を下回るケースはありうる。

ＣＧコード導入前後で比較すると、足元の業績を上回る目
標を掲げる指標の比率、すなわち成長割合は上位9指標のうち
7指標で低下した。ＣＧコード導入により中計は株主に対する
コミットメントとして位置付けられたため、記載した「公約」を
果たすべく実現困難な成長の設定は避けるようになった可能
性が示唆される。ただ、前年度からの伸び率を示す成長度は 
上昇した指標もあることから、コロナ禍による経営環境の変

化により成長戦略に二極化が生じていることも考えられる。 
また、売上高や営業利益の成長割合はわずかに悪化したとは
いえ依然として拡大志向が強く、ＣＧコード導入後もそれぞれ
96.0％、96.1％が足元からの成長を掲げる。両指標の成長度、
すなわち伸び率の設定状況は営業利益が売上高を大きく上
回っており、トップラインよりも収益性改善を志向する傾向が
うかがえる。

成長割合はＲＯＥと配当性向、Ｄ/Ｅレシオでいずれも10ポ
イント以上の大幅な悪化となった。しかしながら、これらの指
標は、将来的に際限なく高い目標を設定することが特性上不
可能だ。売上高や営業利益が理論上、無限の拡大を見込みう
るのとは異なる。特に、ＲＯＥや配当性向は安定性が求められ
ることも多い。ＣＧコードの導入で数値の改善が目指されたの
ち、安定した数値が目標とされ頭打ちとなったと思われる。実
際にＣＧコード導入前後で目標値そのものを比べると、ＲＯＥ
は9.8％から10.3％、配当性向は29.6％から33.0％にそれぞれ上
昇している。

⑶非財務情報の開示拡充

直近の中計に記載された非財務情報について、業種別に開
示状況を集計した結果が次頁表5である。表中の「非財務目
標」は叙述的な記載や方針も含めた開示であり、ＥＳＧ課題に
ついて定性・定量を問わず何らかの具体的な言及があれば集
計対象とした。結果、中計を公表している197社のうち、非財務
のテーマに言及している企業数は176社となった。中計開示企
業の89.3％がＥＳＧ課題を盛り込んでいることになる。

ＥＳＧやＳＤＧｓを背景にしたサステナビリティ経営の機運の
高まりを背景に、非財務情報の開示拡充は中計にも波及してい
ることが見て取れる。ただし、温室効果ガスの排出量削減や女
性管理職比率の向上など、具体的な数値目標の「非財務指標」
を設定する企業は132社に減少する。非財務テーマに言及する

財務指標 策定
件数

分析
対象

成長
目標数

成長
割合 成長度

ROE 90 82 61 74.4% 147.2%

売上高 116 111 108 97.3% 117.9%

営業利益 117 108 104 96.3% 177.1%

営業利益率 69 65 63 96.9% 156.1%

配当性向 57 54 37 68.5% 118.9%

設備投資 61 53 37 69.8% 118.6%

純利益 70 65 56 86.2% 214.0%

D/Eレシオ 56 56 44 78.6% 121.5%

営業CF 25 22 19 86.4% 130.3%

【表3】財務目標の上位9指標の設定状況（ＣＧコード導入前）

財務指標 策定
件数

分析
対象

成長
目標数

成長
割合 成長度

ROE 260 243 154 63.4% 160.1%

売上高 225 225 216 96.0% 119.6%

営業利益 216 206 198 96.1% 173.4%

営業利益率 159 154 134 87.0% 164.8%

配当性向 163 153 80 52.3% 102.3%

設備投資 149 146 112 76.7% 129.7%

純利益 130 118 99 83.9% 175.3%

D/Eレシオ 100 99 63 63.6% 117.0%

営業CF 102 101 90 89.1% 135.5%

【表4】財務目標の上位9指標の設定状況（ＣＧコード導入後）
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企業数よりも44社（中計開示企業に占める割合では22.3％）少
ない。非財務情報の開示において定量目標の設定は低くない
ハードルであることがうかがえる。

調査対象の企業が設定していた定量目標を、ＥＳＧ課題の
「環境」「社会」「企業統治」ごとに集計した結果が表6である。
財務指標と異なり非財務指標は企業ごとの個性が強く多岐
にわたるため、表中に記載したＥＳＧ領域ごとの「気候変動」や

「人材育成・投資」といったテーマ内容は年金積立金管理運用
独立行政法人（2022）が挙げている「重要なＥＳＧ課題」を参考
に独自の分類を行っている。また、表5と表6に記載した開示お
よび目標設定の状況を図1として図示した。

中計で非財務の定量目標を設定する132社について、各領
域で非財務指標を設定している割合は環境が89.4％、社会
が57.6％、企業統治は22.7％となり、開示状況に顕著な差が
みられた。環境領域は「温室効果ガス排出量」「ＣＯ２排出量」 

「ＧＨＧ排出原単位」など「気候変動」が圧倒的に多い。「カー
ボンニュートラル」や「ＣＯ２排出量ネットゼロ」など目標とする
数値が定義上明確なものを加えると、非財務指標を掲げる 

中計開示企業の84.8％で気候変動に関する定量目標の設定
が確認できた。次いで多いのは環境関連の製品売上高などを
定めた「環境市場機会」だった。社会領域ではデジタル人材や
リーダー育成のための投資額や研修時間を設定した「人材育
成・投資」、企業統治領域は取締役会の出席率や社外取締役の
比率を掲げた「取締役会運営」に関わる目標設定が目立った。

定性的・定量的な目標のほか、ＥＳＧ課題に対する関心の度
合いを測る手掛かりとして、サステナビリティに関係する主要な
キーワードの出現状況を集計した結果が次頁表7である。中計
を開示する197社のうち、51.3％でＥＳＧ、57.4％がＳＤＧｓに言
及していた。ともに半数を上回っており、中計の策定においても
ＥＳＧやＳＤＧｓといった要素が一定程度意識されていること
がうかがえる。自社の重要課題として統合報告書の開示等で重
視されるマテリアリティへの言及は22.8％あったほか、積極的
な開示への姿勢を表す記載情報として前回計画の達成状況な
どレビューを掲載する中計は54.3％、中期の計画と合わせて長
期ビジョンを示すものも36.5％あった。

【表5】非財務情報の開示状況

全銘柄数 中計開示企業 非財務目標 目標開示割合 非財務指標 指標開示割合

製造業 134 122 108 88.5% 81 66.4%

素材 49 46 43 93.5% 34 73.9%

加工組立 61 54 46 85.2% 32 59.3%

その他製造 24 22 19 86.4% 15 68.2%

非製造業 70 55 49 89.1% 38 69.1%

金融 21 20 19 95.0% 13 65.0%

全業種 225 197 176 89.3% 132 67.0%

【表6】非財務指標を掲げる132社のＥＳＧ領域別の設定内容

【図1】日経225企業の中計における非財務情報の開示および目標設定の見取り図

目標設定社数 設定割合（課題別）

環境 118 89.4%

気候変動 112 84.8%

環境市場機会 34 25.8%

再生エネルギー利用 32 24.2%

社会 76 57.6%

人材育成・投資 31 23.5%

女性管理職比率 29 22.0%

職場の安全・無事故 19 14.4%

企業統治 30 22.7%

取締役会運営 12 9.1%

政策保有株式 10 7.6%

女性取締役・役員 7 5.3%

国
内
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業
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4．今後の中期経営計画の策定・
開示のあり方

今回の調査結果は、中計に設定される財務目標の達成状況
は売上高や営業利益など伝統的な指標で特に低調であり、目
標未達が多いという旧来の一般的なイメージを裏付けた。ＣＧ
コードの導入や改訂後も顕著な改善はみられなかったが、目標
の設定に目を向けると保守的な数値を掲げる傾向が確認でき
た。ＣＧコードで中計が「株主に対するコミットメントの一つ」と
位置付けられたことで、経営者の達成責任への意識が反映さ
れたものと考えられる。

足元では新型コロナウイルス感染症による業績押し下げを
要因に、多くの企業で目標未達が目立つ。しかし、配当性向や設
備投資は、相対的に中計通りの実行がなされている。内部留保
の有効活用を求める株主や投資家の声を反映した中計を「公
約」として重視し、イレギュラーな環境の中でも目標を着実に実
行する企業の姿が浮き彫りになった。

非財務目標の開示状況では、中計を公表する197社の約9割
がＥＳＧ情報を盛り込んでいることがわかった。さらに、5割以上
がＳＤＧｓに言及しているなどＥＳＧに関係するキーワードの
出現状況は、中計における非財務情報の開示拡充でもＳＤＧｓ
が道しるべとして機能していることが示唆された。また、ＥＳＧや
ＳＤＧｓに比べると数は多くないが、自社のマテリアリティに言
及する中計も2割超あった。さらに、中計の対象期間は3～5年だ
が、策定の前提としてより遠い将来を意識した目標である長期
ビジョンを掲載する開示も3割を上回る。こうした実態から、自
社の重要課題であるマテリアリティを踏まえ、長期ビジョンか
らのバックキャスティングによって中計を策定する手法が普及
しつつあるといえよう。

非財務情報の記載は拡充の趨勢にある。2023年3月期の有
価証券報告書からサステナビリティ専用の記載欄が新設され
ることになった。加えて、サステナビリティ報告書などの任意開
示との連動で、情報開示の拡充が求められる。2030年の達成を

目指すＳＤＧｓや2050年カーボンニュートラルなどを始めとす
るサステナビリティ課題は、長期・超長期の観点で企業に影響
を及ぼすものだ。中計が自社の将来のあるべき姿とその実現に
ついてのステークホルダーへの公約とするならば、サステナビリ
ティの視点が取り込まれるのは自然の流れだ。中長期を見据え
サステナビリティ課題による自社事業への影響やその対応の考
え方を中計に反映することは、投資家を始め多くのステークホ
ルダーへのメッセージとして有用性を増すといえるだろう。中計
が社内外の幅広いステークホルダーにとって、企業の進もうと
考える方向性を理解するのに有意義な開示資料へと進化して
いくことを期待したい。

以上
 

【表7】非財務情報に関連するキーワードと情報開示への言及状況

出現件数 出現率

キーワード

マテリアリティ 45 22.8%

パーパス 14 7.1%

ESG 101 51.3%

SDGs 113 57.4%

CSR 32 16.2%

情報開示

前中計レビュー 107 54.3%

長期ビジョン 72 36.5%
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製造物責任・リコール

要旨
▪欧州では、製造物責任の対象となる「製造物」の範囲に、ソフトウェア、デジタルサービスを含め、ソースコードは含ま

ない等の議論が進められており、日本においても今後参考になりうる。
▪サイバーセキュリティ対策の脆弱性は、日本の現行法の解釈においても、製造物責任法上の「欠陥」に該当しうるの

ではないか。
▪日本では、引渡し後に生じる安全性の問題の解決は、製造物責任法の枠組みでは限界があるものの、民法の不法

行為責任の枠組みの中で議論の余地があり、過去の裁判例が参考になる。
▪多様化する商流・物流の中で、製品安全四法と製造物責任法における「輸入」概念の明確化の議論が必要である。
▪リコールについては、直近の裁判例をおさらいする必要がある。

1 はじめに

製造物責任法が1995年7月1日に施行されて、既に27年以上
が経過している。欧州では、欧州委員会が2022年9月28日に製
造物責任指令の改正案（以下「ＥＣ製造物責任指令改正案」）
を公表し1）、ＩｏＴ製品、ＡＩ等の普及など、近年急激に変化して
いるビジネス環境に対応した議論が具体的になされている。

しかし、日本においては、これまで民法改正（いわゆる債権法
改正）対応を除いて、製造物責任法の法改正はなされていない。
製造物責任法は、全6条のみであり、多くのことを規定している
わけではない。「輸入」「欠陥」等の該当性は個別判断にゆだね
られており、製造物責任訴訟の裁判例や和解事例は、消費者庁
のＨＰに一覧が掲載されているものの2）、その件数は、米国と比
べてもはるかに少なく、事例の蓄積が十分とはいえない。新規ビ
ジネス、新規開発における製造物責任・リコールリスクの予測

製造物責任・リコールリスクの
予測可能性の課題
～製造物責任法等の現在地～

弁護士
原
は ら

 雅
ま さ の ぶ

宣氏

可能性を高めるための法的インフラの整備が十分に進められて
いるとは言い難い。

この法的インフラの整備、議論の遅れ自体が、一つの「リスク」
であるといわざるを得ない。そこで、筆者のこれまでの実務経験
や直近の裁判例を踏まえ、最新の実務動向を共有するととも
に、製造物責任法の現在地、特に議論が未成熟の論点について
可視化することを本稿の目的とする。

　2 「製造物」について

日本の製造物責任法の適用対象となる「製造物」とは、製造
又は加工された動産3）であり、ソフトウェアが組み込まれた動産
は、同法の「製造物」に該当するものの、ソフトウェアそのものは
動産ではないので製造物責任の対象外である。

製
造

物
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もっとも、製造物とソフトウェア、デジタルサービスが密接に関
連、連携して消費者に提供されることが多くなった。

ＥＣ製造物責任指令改正案は、事業者同士の損害賠償請求で
も適用がありうる日本法の製造物責任法とは異なり、自然人が
欠陥のある商品によって損害を被った場合の事業者に対する責
任追及の場面を定めたものである4）。その上で、ではあるが、ＥＣ
製造物責任指令改正案は、ソフトウェアそのものも、製造物責任
の対象となるとされている5）。そして、ＡＩシステムプロバイダーを
含む、ソフトウェアの開発製造業者は、「製造業者」に含まれると
されている6）。ここでいう「ソフトウェア」について、ソフトウェアの
ソースコードは適用外であり7）、また、商用活動外で開発または
提供された無料のオープンソースソフトウェアについては、適用外
とされる等8）、議論が進められている。

さらには、ナビゲーションシステムにおける交通データの継続
的な供給の必要性等の例のように、デジタルサービスが製造物
に組み込まれたり、製造物と連携されたりしていることがます
ます一般化していることが指摘されている9）。その上で、ＥＣ製
造物責任指令改正案は、サービスそのものには適用されるべ
きではないものの、このようなデジタルサービスについては、安
全性を決定づけるため、相互に接続されている製品の構成要素

（components）として考慮されるべきであるとして、無過失
責任の適用対象とされるべきである旨が指摘されている10）。

このように、製造物、ソフトウェア、デジタルサービスが密接に
関連、連携する今日においては、無過失責任となる製造物責任
の適用範囲について、海外で議論の対象となっており、今後、日
本でも議論の余地があろう。少なくとも、製品を日本国内のみな
らず、海外においても広く販売する今日においては、日本国内の
法規制、規格のみを考慮すれば良いということはない。このよう
な海外の議論の動向は、今後の開発、設計や、ソフトウェア、デジ
タルサービスの提供業者において注目すべきであり、実務上の
影響が小さくないと思料される。

 3 サイバーセキュリティの脆弱性と
製造物責任法上の「欠陥」について

製造物責任法上の「欠陥」とは、当該製造物の特性、その通常
予見される使用形態、その製造業者等が当該製造物を引き渡
した時期その他の当該製造物に係る事情を考慮して、当該製造
物が通常有すべき安全性を欠いていることをいう11）。ここでいう

「安全性」の概念について、あくまでも安全性に無関係な品質
や性能の瑕疵（かし）については、製造物責任法上の射程外と 

されている12）。
製造物において通常有すべきサイバーセキュリティの脆弱性が

あった場合に、製造物責任法上の「欠陥」足りうるかという点につ
いては、正面から判示した裁判例は見当たらない。もっとも、セキュ
リティの脆弱性を理由として、債務不履行責任や不法行為責任を
追及した裁判例はあり、これらを参考にすることが考えられる。

参考裁判例
参考裁判例東京地判平成26年1月23日（判例時報2221号71頁）

ウェブサイトにおける受注システムの設計、保守委託契約の
事案で、被告製作のアプリケーションの脆弱性により、クレジッ
トカード情報が流出したという債務不履行の事案である。
「被告は、平成21年2月4日に本件システム発注契約を締結し

て本件システムの発注を受けたのであるから、その当時の技術
水準に沿ったセキュリティ対策を施したプログラムを提供する
ことが黙示的に合意されていたと認められる。」と判示した。そ
の上で、経済産業省や独立行政法人情報処理推進機構等で公
表されていた代表的な攻撃手法であるＳＱＬインジェクション
攻撃の対策について履行していない点について債務不履行責
任を肯定している。

 引き渡し時において、その当時の技術水準に沿ったセキュリ
ティ対策を施しておらず、安全性を欠いている場合、その結果と
して拡大損害が生じた場合には、製造物責任法上の「欠陥」が
肯定される余地があるのではないかと考えられる。

なお、ＥＣ製造物責任指令改正案においても、サイバーセキュ
リティの脆弱性を理由に製品に欠陥があると評価されることが
ある旨が記載されている13）。

 4 欠陥の判断時点と引き渡し後の責任

引き渡し時点においては、セキュリティの脆弱性を含む製
品の問題や欠陥はなくても、製品の使用に伴って、安全性に 
重大な問題が生じることがある。

日本の製造物責任法上の「欠陥」の有無は、引き渡し時におい
て判断するものであり、その後の後発的に生じた問題を射程と
するものではない。

引き渡し後に、製造業者において結果回避義務が生じる理
屈とその範囲についてどのように考えるべきか（民法上の一般 
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不法行為責任の中でどのように論じられるべきか）、という点
は、議論が尽くされているとは言い難い状況である。

日本においては、死傷事故が多発していた事案において、製品
の製造業者において、製品事故を回避するために、

①機種の所有者、使用者等に事故の危険性告知、使用中止
告知をする義務

②直ちに、一斉点検、回収を行う義務
が発生していたにもかかわらず、これらの義務を怠ったとして、製
品の製造業者に不法行為責任が認められた裁判例がある14）。

　5 製造物責任法上の責任主体と
輸入者概念

製造物責任法上、輸入業者も製造物責任の責任主体にな
る15）ことは周知のとおりである。この点について、輸入業者とは、

「自己の名義で、あるいは自己の計算で製品を業として輸入す
る者」であり、「契約上の形式によるものではなく、製造物責任
の適用の観点から実質的に判断すべき」とされている16）。もっと
も、①商流、②物流、③所有権や危険の移転時期、④輸入通関
手続きの主体等については、様々なアレンジがありうる中で、ど
の事実に着目して輸入者を判断するかは、一義的に明確ではな
い。

また、このような輸入者の意義については、関連する電気用
品安全法上の輸入事業者や、消費生活用製品安全法上の輸入
事業者の意義とずれる場合、実務上の混乱を生じさせる懸念
もある。

なお、電気用品安全法上、「輸入の事業を行う者」17）の定義
は見当たらない。そして、関連する用語の定義等としては以下
がある。

⑴「輸入」について、「電気用品を外国から日本国内に引き取る
行為(通関)を指し、輸入通関手続きの完了をもって、輸入行
為が完了したものとみなされます。なお、個人輸入及び輸入
代行は「輸入」に含まれません。」とするもの18）。

⑵「輸入代行の場合においては、その実態によって一概には 
決しがたいが、当該輸入品を販売する者が届出義務者になる
ものと考えられる。」と説明するもの19）。

⑶「輸入の事業を行う者」について定める3条の意義について、
「本法では、第27条により、表示の付されていない電気用品
の販売は原則禁止されており、電気用品に表示を付す法的権
能を持つ届出事業者となるためには届出を行う必要がある。

届出を行わなければならない主体としては、電気用品の我が
国市場への第一次的な供給者である製造事業及び輸入事
業者としている。」と説明するもの20）。

⑷「輸入事業届出者は、日本国内に居住する個人又は日本国内
で会社法に基づく登記を行っている法人に限られます。日本
国内に営業所を持たない外国（日本国外）に籍を置く事業者
は、会社法に基づき日本における代表者を選任して、登記を
行っている場合に限り、 輸入事業の届出を行うことができま
す。」と説明するもの21）。

これらの輸入者概念について、実務上、事業者にとって予測
可能性が十分に担保された解釈が定立・共有されることが望ま
れる。

6 リコール費用の求償に関する裁判例

日本法上は、事業者同士も製造物責任法の適用がありうる。
リコールが生じた場合の費用は、リコールの規模によっては極
めて大きな金額になり、経営上のリスクの一つとして指摘でき
る。リコールリスクの高低・規模の分析（特に、自社の製品ライン
ナップや仕向け地に応じたリスクマップ）、リコール費用の求償
の道の確保（契約上の手当を含む。特に、販売先との契約条件
と仕入先との契約条件の平仄等の管理。）、残存するリスクにつ
いて保険でヘッジすることの検討とその保険の付保範囲・内容
の検討等が肝要である。

リコール費用の求償の可否については、裁判例が多いとはい
えないが、ないわけではない。また、主位的請求が、契約上の請
求ではなく、製造物責任または不法行為に基づく損害賠償請
求になっている事案もある。つまり、契約上の請求について契
約書で手当てをしていても、別途製造物責任に基づく損害賠償
請求がありうるという点を指摘できる。原材料・部品の不具合
の場合には、単に、「製造物」たる原材料や部品を通常どおりに
使用していたのに不具合が起きたという主張では足りず、当該
原材料・部品の不具合によって完成品の不具合が生じたという 
主張の特定が必要となる。そうでないと、完成品の不具合発生
に寄与した不具合が当該部品によって生じたのか、別の部品に
よって生じたかが不明であり、不具合の特定に欠けることにな
るからである。

裁判例においても、不良率が高まった始期と、終期の変化点
について詳細に審理し、判断しており、その判断手法、審理過程

製造物責任・リコール
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については実務上参考になりうると思料される22）。
日本の製造物責任法は、事業者間の請求においても適用対

象となることは裁判実務上確立している。もっとも、完成品の製
造業者と原材料・部品の製造業者間のリコール費用の求償や
製造物責任法の解釈・適用については、いまだ、裁判実務が確
立しているとは言い難い23）。

 

7 リコールするか否かの判断基準の曖昧性

消費生活用製品安全法上は、経済産業省「消費生活用製品
のリコールハンドブック2019」24）が出されている。

もっとも、実務上は、リコールするか否か、仮に、リコールす
るとした場合に、いかなる方法をとるべきかという点は、まさに
ケースバイケースであると言わざるを得ない。しかしながら、緊
急性を要する限られた時間軸の中で、最適解を導き出すことが
容易ではないのが実務上の現在地ではないだろうか。

以上

製造物責任・リコール
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ビッグデータを活用した交通安全対策

要旨
▪我が国の交通事故発生件数・死者数は減少傾向にあるとはいえ、いまだ多くの交通事故が発生しており、さらなる

安全で快適な交通社会の実現が求められている。
▪これまで行政が実施してきた交通事故対策は、交通事故発生箇所に対する再発防止策が中心だった。
▪近年は、プローブデータ等のビッグデータを活用した事故未然防止型アプローチも進んでいるが、データ数やコス

ト等が課題となり、全国で広く普及しているとは言い難い。
▪本稿では、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングスが開発した、ドライブレコーダー等のビッグデータ

とＡＩを活用した「事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）」を紹介しながら、ＤＸ化が求められる行政における今
後の交通事故対策について考察する。

1 行政における交通事故対策の現状

⑴交通事故発生状況

2022年の交通事故発生件数は301,193件、死者数は2,610人
であり、死者数は前年比で26人減となり、6年連続で最少を更新
した（図１）。

我が国の交通事故発生件数・死者数は減少傾向にあるとは
いえ、今なお多くの尊い命が交通事故で失われている。政府は、

「第11次交通安全基本計画」のもと、2025年までに死者数を
2,000人以下にするという目標を掲げており、さらなる安全で快
適な交通社会の実現が求められている。

⑵行政における交通事故対策の状況

①再発防止策中心の交通事故対策
交通事故は、主に人的要因と道路環境要因によって発生する

行政における交通事故対策の現状と
今後の展開可能性

三井住友海上火災保険株式会社
営業推進部 地域法人マーケットチーム
2022年度自治体職員派遣研修生
特別推進役　　　　　永

な が た

田 麻
ま ゆ こ

由子
（東京都研修生）

【図１】交通事故発生件数・死者数の推移
（出典：警察庁「令和4年中の交通事故死者について」より筆者作成）

といわれているが、行政におけるこれまでの交通事故対策は、事
故が既に発生した箇所に対する再発防止策が中心であった。

国や都道府県・市区町村といった道路管理者は、警察と連携
しながら、交通事故多発区間や重大事故発生箇所について、 
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道路照明の照度アップ、横断歩道手前や道路線形の急変部のす
べり止め舗装、視線誘導標識等の設置によるドライバーへの注
意喚起、あるいは交差点改良、視距改良、中央分離帯の設置な
ど、道路構造の改良による交通安全対策を行ってきた（図２）。

また、ハード対策のみならず、例えば、最高速度30km／hの区
域規制「ゾーン30エリア」の指定を行うといったソフト対策も進
めてきている。

一方で、事故は起きていないが潜在的に事故発生リスクの
高い箇所に対する事故未然防止型対策は、今まであまり実施
されてこなかった。これは、通常の交通量調査や地元関係者の 

経験則だけでは、リスク箇所を客観的に抽出することが困難な
ためである。このため、これまでの交通事故対策は、あくまで事
故発生箇所への対処療法が中心であった。

②ビッグデータを活用した事故未然防止型対策
近年、プローブデータ等のビッグデータを活用し、潜在的な

事故危険リスク箇所を抽出することで、事故未然防止型対策が
進んできている。

プローブデータとは、カーナビやドライブレコーダーデータ等
のテレマティクス技術を用いて取得されるデータのことで、走行
履歴データ、走行速度や急ブレーキといった挙動履歴データ等
の情報の取得が可能であり、これらのビッグデータを分析する
ことで、潜在的な事故危険リスク箇所、いわゆるヒヤリハット箇
所を抽出することが可能となる。

プローブデータには様々な種類があるが、その一つにカーナ
ビを使ったデータがあり、国土交通省が運営主体であるＥＴＣ
2.0プローブデータ注1）や、自動車メーカーが主体となって収集し
た民間プローブデータである。これらのカーナビを使ったプロー
ブデータは、ヒヤリハット箇所を抽出するだけでなく、渋滞予測
や災害時の通行可能な道路情報の取得にも活用されている。

また、ドライブレコーダーを使ったプローブデータでは、ヒヤ
リハット箇所の抽出と合わせて、ビデオカメラの映像を活用した
安全運転支援も行われており、特にタクシー業界や物流業界な
どでは、自社車両の運行管理・安全管理・労務管理などにも使
用されている。

ＥＴＣ2.0プローブデータの活用例として、国土交通省と警察
庁では、幹線道路を中心に、交通事故が多発している箇所や、潜
在的な危険箇所等を「事故危険箇所」として指定している。その
上で、それぞれの道路管理者と警察が連携し、この事故危険箇
所を中心とした交通安全対策を進めている（図３）。　　　　　
　　　　　　　　

【図３】事故危険箇所の抽出基準　　　　　　　　　　　　　　（出典：国土交通省ＨＰ）

【図2】交通事故対策の一例　　　　　（出典：東京都建設局「Tokyo Way」）
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さらに、これを踏まえ、2021年5月に閣議決定された「第５次社
会資本整備重点計画」では、「2025年度末までに幹線道路の事
故危険個所における死傷事故件数を約３割抑止」という目標が
掲げられた。

また、生活道路においても、プローブデータ等を活用し、速度
超過・急ブレーキ多発箇所、抜け道等の潜在的な危険個所・ヒ
ヤリハット箇所を特定する動きが広まっている（図４）。そして、
これら高リスク箇所に、凸部（ハンプ）や狭さく等を設置し、通過
車両の速度抑制や進入抑制を図り、事前の安全対策を講じて
いる。

③ビッグデータ活用における実態と課題
このように、プローブデータ等のビッグデータを活用した事故

未然防止型対策が進められているが、地方自治体での普及には
課題が山積している。

第１に、データ数の問題である。ＥＴＣ2.0自体の利用率は2022
年11月時点でも28.9%と依然として低く、民間プローブデータに
ついても、扱うデータが一つの自動車メーカーのみであったり、
商用車のみを対象にしていたりと、データ数やその属性の偏り
に課題がある。このため、特に生活道路においては、分析対象と
なるプローブデータが全くない、あるいは限られた数となってし
まう可能性が高く、交通課題を正しく把握できるとは言い難い。

第２に、入手ハードルの高さ・コスト面の課題である。ＥＴＣ2.0
プローブデータは、原則として地方自治体に対しても非公表（国
土交通省との共同事業や学術研究では利用可）であり、民間プ
ローブデータについては購入費用が発生する。さらに、プローブ
データ入手後は、プローブデータの集計・図化のほか、データを
踏まえたリスク要因分析、すなわち人的要因か道路環境要因か

ビッグデータを活用した交通安全対策

【図４】ヒヤリハット箇所の抽出　　　　　（出典：国土交通省ＨＰ）

を分析・特定した上で、その要因に対する対策案、そしてその優
先順位を検討することになる。しかしながら、これらの作業・分
析をすべて行政職員のみで行うことは不可能であり、建設コン
サルタント等、民間事業者への委託業務が必要となるため、さら
なる費用が発生する。

ビッグデータを活用し、潜在的な事故リスクに対して事前に
予防対策を行うことは、さらなる安全で快適な交通社会の実現
には不可欠なアプローチであるが、限られた予算で効率的かつ
最大の効果発現が求められる道路行政にとっては、上記が課題
となり、ビッグデータを活用した事故未然防止型対策の普及は
いまだ道半ばである。

このような中、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホール
ディングスは、上記課題を打破する「事故発生リスクＡＩアセス
メント（リスク評価）」を開発した。これは、ドライブレコーダー等
のビッグデータを基に、ＡＩによる機械学習を行うことで、対象
地域全域での潜在的な交通事故リスクを可視化するサービス
である。

次章では、この「事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）」
（以下、「本サービス」と略す）について紹介する。

 2 「事故発生リスクＡＩアセスメント
（リスク評価）」とは

⑴本サービスの概要

本サービスは、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が中心となり、
三井住友海上火災保険が自動車保険契約者に貸し出すドライ
ブレコーダーから得た走行データと、事故発生の起因性の高い
道路構造、道路規制情報、人口・人流データ等を組み合わせ、Ａ
Ｉで分析することで、道路ごとの交通事故発生リスクを予測・可
視化するサービスである（図５）。

【図５】サービス概要
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【図６】事故発生リスクＡＩアセスメント（リスク評価）　※アウトプットは現段階でのイメージであり、今後変更となる可能性がある

警察庁の交通事故発生箇所データ、道路構造（車線数、勾配
等）、人流データに加え、約7億件のドライブレコーダーの走行
データ（急加減速、速度等）、一時停止規制の有無の情報等を
組み合わせ、ＡＩを活用し、潜在的な事故リスクを定量的に評価
する。危険度は、交差点や道路100m区間ごとに数値化、色分け
して表示される。時間帯別表示や、年齢層別に絞り込んだ事故
リスクの表示も可能である（図６）。

2021年10月から2022年3月まで、愛媛県新居浜市で実証実験
を実施し、2022年11月よりレポート形式（該当地域における事
故発生リスク上位50地点のリスト形式）の提供を開始、2023年7
月以降、アプリケーション形式での販売を開始する予定である。

⑵本サービスの特徴

①新しい独自のリスク評価・分析モデル
これまでも、事故発生箇所に関する注意喚起や急減速箇所の

表示サービスはあったが、事故未発生箇所も含めたすべての道
路において、ドライブレコーダーによる走行データ等を基にＡＩ
を使用し、事故リスクを算出・警告するサービスは、本サービス
が初である。

②客観的かつきめ細かいリスク評価
これまでは、500m×500m等のメッシュやヒートマップ等の表

示であり、リスクの高い地点や区間、交差点を具体的に把握する
ことや、域内でのリスク比較が難しかった。一方、本サービスで
は、100mごとに区切った道路区間や、すべての交差点ごとに事
故発生リスクを段階的な数値で表すことが可能であり、例えば

市内全域での危険箇所を比較し、優先順位検討のエビデンスに
できる。

③操作性の向上
アプリケーションにより、地点ごとに数値化したリスクを簡単

に可視化でき、時間帯・事故被害者年齢等の条件による絞り込
み表示も可能である。このほか、事故情報や、リスク算出にも使
用した道路情報もアプリケーションにて確認可能である。これに
より、行政職員の作業負担の軽減や効率化に資するとともに、
住民対話へ向けたアウトプットの作成にも大いに役立つ。

以上のように、事故が発生していない場所も含め、すべての道
路を対象に交通事故リスク値を示すことが、本サービスの大き
な特徴である。また、アプリケーション方式をとることにより、操
作性が良い点も大きなメリットである。すなわち、前述した、デー
タ数やコスト等といった課題に対しても、本サービスは解決策
を提示しており、地方自治体におけるビッグデータを活用した
事故未然防止型対策の普及を後押しすることが可能だ。

また、行政が交通事故対策として道路改良事業を実施する場
合には、時として、土地買収に対する反対が起きたり、その対策
順位付けに異議が唱えられたりすることが多い。特に、事故未
然防止策については、交通事故発生箇所への対策と比べ、その
緊急度が分かりづらいため、行政は住民との合意形成に苦労す
ることも多い。このため、本サービスのように対象区域内のリス
ク値を一元的に数値化・図示した、客観的かつ定量的なデータ
を用いることで、丁寧でわかりやすい住民説明を可能とし、結果
として早期の住民理解と協力を得ることが可能となるだろう。
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【図７】大和平野中央田園都市構想推進事業のフロー

このように、本サービスを使用することで、今までは様々な 
課題により普及が難しかったビッグデータによる事故未然防止
型対策アプローチが、より多くの自治体において普及する可能
性があるといえる。

⑶本サービスの今後の展開可能性

本サービスを活用し、交通事故リスク値を提示するだけでな
く、具体的な対策検討・提案までのトータルソリューションの提
供も始まっている。

2022年9月から2023年3月まで、奈良県大和平野中央田園都
市構想推進事業の一環として、奈良県磯城郡田原本町を対象に、

「潜在的事故リスクのＡＩ予測とリスク低減対策の具体的な検
討」に関する実証実験が行われた。本サービスを開発したＭＳ＆
ＡＤグループのほか、建設コンサルタントである八千代エンジニ
ヤリングがコンソーシアムを形成し、本事業に参画している。

本実証実験では、田原本町全域を対象に、交通事故発生箇
所データ、道路構造データ、ドライブレコーダーによる自動車走
行データを用いて、道路・交差点の事故発生リスクについてＡＩ
にて解析し、潜在的事故高リスク箇所を特定した。その上で、高
リスク箇所について、現地調査等を行い、事故リスク因子を特定
し、このリスク因子に基づき、ハード対策、ソフト対策の検討・提
案を行った（図７）。

実証実験を通し、地元関係者も認識していなかった町内の高
事故リスク箇所、例えば河川横断箇所やカーブのある交差点
箇所が判明した。また、現地調査もあわせて行うことで、リスク
因子も整理し、地点ごとに、ハード対策（道路改良・歩道整備・ 
交通安全施設設置・速度抑止策実施・視距確保・カラー舗装
等）やソフト対策（速度抑制・通行規制等）を提案することがで
きた。

このように、一つの自治体全域の道路交通問題の把握と対策
手法の検討が、約半年という短期間で提供できたことは、人手・
コストの省力化という観点で、道路行政における画期的なパッ
ケージ手法であるといえる。従来は、まずは域内の要所での人
手観測による交通量調査を行った上で、リスク箇所ごとに現場
調査を行い、そこから対策手法の検討を行っていたため、最低
でも年単位の検討期間が必要であった。

また本サービスは、2022年10月、愛媛県のデジタル田園都市
国家構想において、「都市の交通リスクの可視化」モデルの構
築に関する取り組みでも採用されている。本プロジェクトでは、 
これまでの時間帯別・年齢層別の分析に加え、天候別分析を追
加、ＰＬＡＴＥＡＵ注2）活用等にも踏み込んでいる。住民や事業者
等が交通等の都市リスクを一定のリアルタイム性を持って可視
化できるようにし、都市リスクの発現を未然に防ぐ、または、そ
の影響を小さくしていくことを目指している。ＰＬＡＴＥＡＵは今
後、多くの自治体での導入が検討されており、本サービスとの組
み合わせは、新たな価値創造、課題解決に資するユースケース
になりうる。

 

3 安全で快適な交通社会の実現に向けて

道路交通は、人々に多大なる恩恵をもたらす一方、交通事故
リスクは大きな社会課題の一つとなっており、かけがえのない
命を守り、安全で快適な交通社会を実現するため、行政は、限ら
れた財政の中でより効率的・効果的な交通事故対策を進めてい
くべきである。

近年、行政サービスのＤＸ化が急速に進められており、2020
年には「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議
決定された。行政においても、デジタル技術やデータを活用し
て、住民の利便性を向上すること、またデジタル技術やＡＩ等の
活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスのさら
なる向上につなげていくことが求められている。

このような行政サービスのＤＸ化を推進するためには、民間
企業との連携により、最新のデジタルテクノロジーを活用する
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注）

1） ＥＴＣ2.0車載器およびＥＴＣ2.0対応カーナビに記録された走行位置の履歴など
の情報で、道路管理者が管理するＩＴＳスポットと無線通信を行うことによりＥＴ
Ｃ2.0車載器およびＥＴＣ2.0対応カーナビから収集される情報のこと

2） 国土交通省が主導する3D都市モデル整備・活用・オープンデータ化プロジェク
ト。都市活動のプラットフォームデータとして3D都市モデルを整備し、様々な
領域でユースケースを開発するとともに、誰もが自由に都市のデータを引き出
せるようにすることで、オープン・イノベーションの創出を目指す

3） Evidence-Based Policy Makingの略。統計や業務データなどの客観的な証
拠に基づく政策立案のこと

ことが必要不可欠である。交通事故対策分野においても、本稿
で述べたように、官民連携でのビッグデータ・ＡＩを活用した取
り組みが各地で進むことで、ＥＢＰＭ注3）、すなわち客観的な根
拠に基づく政策立案が進み、道路行政の効率化・高度化が図ら
れ、道路行政の劇的な進化が期待できるだろう。

以上
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要旨
▪デジタル社会の進展により情報セキュリティリスクが高まる中、重大インシデント防止のための体制整備や技術的・

物理的な対策強化は喫緊の課題である。
▪情報セキュリティを取り巻く課題の多くが民間の領域で議論されてきたが、自治体においてもDX化の推進に伴い、

行政手続きのオンライン化や業務のデジタル化が進み、サイバー攻撃の脅威が日々高まりを見せている。
▪本稿では、昨今の情報セキュリティリスクに関する動向を見ていきながら、企業や自治体における対策の現状や課

題を分析・考察し、今後を展望する。

1 今なぜ情報セキュリティか

⑴情報セキュリティリスクの高まり

デジタル社会の進展により、データの利活用や各種手続きのオ
ンライン化といった恩恵がもたらされる一方で、高度化・巧妙化
するサイバー攻撃の脅威が高まっている。

警察庁の発表によると、ここ数年、サイバー犯罪注1）の検挙数は
増加傾向にあり、2021年にはついに過去最多となる1万2,000件
以上に及んだ（図１）。また、同庁がインターネット上のセンサー
を使い検知した、攻撃者による脆弱性の探索行為の件数も右肩
上がりに増え、2021年には1センサーあたり、約11.8秒に1件（1日
あたり7,335.0件）という高い頻度で不審なアクセスが観測され
た。サイバー空間をめぐる脅威の情勢は、極めて深刻であるとい
える。

企業や自治体の
情報セキュリティ対策のあり方

三井住友海上火災保険株式会社
営業推進部 地域法人マーケットチーム
2022年度自治体職員派遣研修生
特別推進役　　　　　　大

お お に し

西 喜
よ し こ

子
（宝塚市研修生）

【図１】サイバー空間における脅威の情勢
（出典：「令和4年版 警察白書」第3章 サイバー空間の安全の確保　第1節第1
項および第2節第2項を基に筆者作成）
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⑵情報セキュリティリスクの現状

独立行政法人 情報処理推進機構（以下「ＩＰＡ」）が毎年公表
している「情報セキュリティ10大脅威2022注2）」からも、情報セキュ
リティリスクの現状を見て取ることができる（表１）。

組織向けの脅威のうち、1位には、ウイルス感染によりロック
されたＰＣ端末や暗号化ファイルの復旧と引き換えに身代金

（ランサム）を要求する不正プログラム「ランサムウェア」による
被害が、2位には、特定の組織を狙ってウイルスを仕込んだメー
ルを送り付け、機密情報の窃取を行う「標的型攻撃」がランクイ
ンした。

2022年には、ランサムウェアにより、病院の基幹システムを機能
不全に陥れる重大事案が複数発生、社会問題化したことが記憶
に新しい。

同じくここ数年、常に上位に挙げられる標的型攻撃は、攻撃手
段にメールが使われるため非常に身近な脅威である。自治体や
企業では、ダミーの攻撃メールを外部から送信し、開封率を確
認・報告することでセキュリティマインドの醸成につなげる訓練を
実施している場合もあるが、水際対策を万全に行ったとしても、
100％の安全は保障されていない。

実際に、10大脅威の3位に挙げられた「サプライチェーンの弱点
を悪用した攻撃」に代表されるように、対策が強固な企業を直接
攻撃せず、関連組織や取引先企業を踏み台に、本来の標的を攻
撃する手口も確認されている。自治体や企業には、必ずと言って
良いほど外部との関係性が存在する。自治体でいう業務の委託
先、企業でいう原材料や製品の調達先などである。セキュリティ

対策においては、自組織内での防衛もさることながら、委託・取引
先も含めて対策状況を確認し、有事に備えた訓練を行うなど、平
時からの備えが必要である。

 

2 企業や自治体を取り巻くリスク
～現状と課題～

ここまで情報セキュリティリスクの高まりと近年の動向を述べ
てきたが、サイバー攻撃の標的となりうる企業や自治体のセキュ
リティ意識や対策状況はどうであろうか。関連データとともに考
察する。

⑴企業の現状と課題

ＩＰＡが全国の中小企業を対象に実施した「2021年度 中小企
業における情報セキュリティ対策に関する実態調査注3）」では、過
去3期において「情報セキュリティ対策投資を行っていない」と回
答した企業は33.1％に上った。投資を行わなかった理由としては

「必要性を感じていない（40.5％）」が最も多く、「費用対効果が
見えない（24.9％）」、「コストがかかりすぎる（22％）」の順に続いて
いる（次頁図２）。

三井住友海上火災保険（以下「三井住友海上」）が2022年10月
に実施した、医療機関向けサイバーセキュリティセミナーの事後
アンケートでも類似結果が表れており、自組織のサイバーセキュ
リティ対策が「あまりできていない」との回答は35％であった。対
策が進まない背景には「コストがかかる（30％）」、「対応できる人
がいない（25％）」、「何をやればよいかわからない（20％）」、「費用
対効果が見えない（9％）」などの理由が挙げられている。

加えて、ＩＰＡの実態調査によれば、情報セキュリティに関して
取引先から何らかの「義務・要請がある」と回答した企業はわず
か26.1％であった（次頁図3）。要請内容としては「秘密保持」の割
合が最も高く93.8％、続いて「契約終了後の情報資産の扱い（返
却、消去、廃棄等）」が36.3％となっている。

しかしながら、情報セキュリティ対策は何も企業の内部情報や
個人情報の保護に限った話ではない。昨今猛威を振るうランサム
ウェアによる業務停止など、日々多様化するリスクにさらされた
現状を踏まえれば、自組織の防衛はもちろん、有事に備えた体制
整備や脆弱性が顕在化した場合の情報共有を含め、取引先に対
しても、今後は対応を求めていく必要がある。

1位 ランサムウェアによる被害（1）

2位 標的型攻撃による機密情報の窃取（2）

3位 サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃（4）

4位 テレワーク等のニューノーマルな働き方を狙った攻撃（3）

5位 内部不正による情報漏えい（6）

6位 脆弱性対策情報の公開に伴う悪用増加（10）

7位 修正プログラムの公開前を狙う攻撃（新）

8位 ビジネスメール詐欺による金銭被害（5）

9位 予期せぬＩＴ基盤の障害に伴う業務停止（7）

10位 不注意による情報漏えい等の被害（9）

（出典：「情報セキュリティ10大脅威2022」(ＩＰＡ)を基に筆者作成）

【表１】情報セキュリティ10大脅威2022（組織向け）　　　  ※（　）内は前年順位



RMFOCUS Vol.85 〈2023 Spring〉　26

情報セキュリティ対策

⑵自治体の現状と課題

2015年に起きた日本年金機構に対する標的型攻撃では、約
125万件もの個人情報が流出し、これを契機に総務省は「地方
公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラ
イン」を大幅改定した。これにより、自治体の情報システムにおい
て、マイナンバー系とＬＧＷＡＮ注4）系、インターネット系が分離
した現在の三層分離モデルが標準化され、システムの強靭化が
図られた。

また、総務省が全国の自治体を対象に実施した「自治体ＤＸ・
情報化推進概要」調査（2022年3月）によれば、ＣＩＳＯ注5）の任命
や、インシデントに対処するための組織体制の整備などは、都道
府県・市区町村とも高い水準で行われており、技術的・組織的な
対策が進められている。

しかしながら、対策を講じても当然すべての懸念が払拭される
わけではなく、情報管理体制に不備はないか、日々点検を行って
いく必要がある。総務省によれば、2021年4月時点で情報セキュ
リティに関する内部監査・外部審査の両方を実施している市区
町村の割合は、全国1,741団体のうち、わずか8.1％（141自治体）
であった。2022年にも地方自治体で委託先による情報記録媒体
の紛失事案が発生していることから、自組織に加え、委託先の情
報管理体制も含めた点検を行うことが望ましいが、情報セキュリ
ティに詳しい人材を十分確保できている自治体は少ない（図４）。
そうした状況を踏まえれば、内部で管理体制の不備を洗い出し、
適切な対策を講じていくには限界があるのではないだろうか。

このような中、政府は2022年に、自治体の情報システムを統一
する「地方公共団体情報システム標準化基本方針」をまとめた。
テレワークなどの新たな時代の要請に応えるため、2025年度ま
でに「安全性」と「利便性」を兼ね備えた情報システムやクラウド
の規格統一を目指す。これにより、自治体が個別にベンダーに 

委託し、独自の情報システムを構築する従来の仕組みからは大き
く転換し、リスクの標準化が図られる一方で、各自治体が主体的
にシステムを管理・運営する体制に変わりはない。自治体は、政
府の統一基準群の中でクラウド利用を進めるうえで、ゼロトラス
ト注6）の観点も含めた対策を、国と連携しながら引き続き行ってい
く必要がある。

 

3 リスクへの備え

姿の見えない攻撃者に対し、企業や自治体はどのような対策を
講じるべきだろうか。ここでは、重大インシデントを防ぐための今
後の対策について、三つの観点から提言したい。

⑴体制づくり

対策を行う上で最も重要なポイントは、サイバー攻撃を受け
ることを前提とした体制整備である。残念ながら、あらゆるサイ
バー攻撃を想定した完璧な防御は現実的ではない。しかし、早期
に被害を検知し対応することで、被害を最小限に抑えることはで
きる。そのためには、ＣＩＳＯを中心に体制を整え、緊急時の対応 

【図３】情報セキュリティに関する取引先からの要請
（出典：「2021年度 中小企業における情報セキュリティ対策に
関する実態調査報告書について」（ＩＰＡ）を基に筆者作成）

【図２】企業のサイバーセキュリティに対する意識（情報セキュリティ対策投資を行わなかった理由）
（出典：「2021年度 中小企業における情報セキュリティ対策に関する実態調査報告書について」
（ＩＰＡ）を基に筆者作成）

【図４】外部デジタル人材の任用状況
（出典：「自治体DX・情報化推進概要」（2022年3月、総務省）を基に筆者作成）
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ルールや役割分担を明確化すると同時に、職員や従業員に、規程
の内容を十分周知しておく必要がある。ルールの策定に苦慮する
場合は、ＩＰＡが公開している規程文書の雛型も参考にされたい。

サイバー攻撃の被害を防ぐ最後の砦は人である。「不審なメー
ルは開かない」「不用意に本文中のＵＲＬをクリックしない」など、
基本に立ち返ったリスク回避の姿勢を身につけておかねばなら
ない。また、不審なメールを開いてしまった場合の対応や、報告・
相談先を知っておくことも重要である。昨今、情報管理規程の実
効性や、対応フローの確認に有効な訓練や研修メニューを提供
する民間の事業者も増えているため、適宜活用を図ることが有効
である。

⑵ソフトウェアへの技術的な対策

対策の必要性は感じながらも、「何から始めてよいか分からな
い」という場合も多いのではないだろうか。そのような場合は、ま
ず自組織が抱えるリスクを特定し、取り組むべき課題の優先順位
をつけることが有効である。

一例として、三井住友海上は専門業者と提携し、企業が抱え
る情報セキュリティリスクを多面的に分析・評価するサービス
を提供している。一つは、情報管理体制など「内部リスク」の評
価（図5）、もう一つは、外部攻撃に対する脆弱性など「外部リス
ク」の評価である。前者は、専用の質問票に自組織の対策状況
を回答することで結果がフィードバックされる。後者は、ネット
ワーク機器の設定・更新状況など、外部から観測可能な情報か
らセキュリティ状況が測定される。リスクの定量化により、特に
注力すべき項目が把握できるため、対策の優先順位付けに有効
である。

また、リスクの「分析・評価」と同時に重要となるのが「防御と検
知」である。昨今、従来のウイルス対策ソフトでは防ぐことが困難
とされた“未知の脅威”を早期に検知し、迅速な対応につなげるこ
とで、被害を最小化するためのセキュリティソリューションを開発
する企業も出てきた。こうした新しい技術も適宜活用しながら、各
フェーズに応じたリスクへの備えが必要である。

⑶ハードウェアへの物理的な対策

サイバー攻撃への備えとしては、体制整備やソフトウェア上で
の対策が重要であるが、情報セキュリティ対策の一つとして忘れ
てはならないのがハードウェアへの対策である。自治体や企業で
は、日常的にＰＣ等の情報機器を業務で利用し、耐用年数の過ぎ
たものは入替を行う。この時廃棄される機器は、単に産業廃棄物
として処理するだけでは足りず、残存するデータを確実に消去し
ておくことが必要である。

三井住友海上では、廃棄される機器の回収・データ消去・リ
ユース・リサイクルをワンストップでサポートする外部企業と連携
した取り組みを始めている。データ消去には世界基準の認証を
得たソフトが使用され、本来廃棄される機器をリユースすること
で、廃棄時のＣＯ２削減にも寄与する。また、機器の買い取りサー
ビスも利用可能で、データ消去費用との相殺により、全体のコス
トを低減させることが可能である。

自治体や企業では、システム関連の業務を外部ベンダーに委託
しているケースが多々あるが、機器のデータ消去が確実に完了す
るまで、自身でも抜かりなく管理・点検を行っていく責任があるだ
ろう。

 

【図５】内部リスク評価（イメージ）

分野別のリスクレベルを

青 ( 低 ) ・ 黄 ( 中 ) ・ 赤 ( 高 )

でグラフ化。 対応が必要な

分野を確認できる。

セキュリティリスクを

A ( 低リスク ) ～

J ( 高リスク ) で評価。
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注）

1)不正アクセス禁止法違反、コンピューター・電磁的記録対象犯罪その他犯罪の
実行に不可欠な手段として高度情報通信ネットワークを利用する犯罪（「令和4
年版 警察白書」より）

2)情報セキュリティの専門家を中心に構成する選考会の協力により、2021年に発
生したセキュリティ事故や攻撃の状況等から脅威を選出し順位付けした資料

3)調査期間は2021年10～12月、有効回答数は4,074人
4)地方公共団体間のコミュニケーションの円滑化と情報共有を図ることを目的に

構築された行政機関専用のネットワークシステム
5)情報セキュリティ対策の最高責任者。都道府県においては副知事や部局長級

の職員が、市区町村においては副市区町村長が担っている場合が多い
6)ネットワークの内外を問わず、今まで安全だと思われていた通信も一切信頼し

ないというセキュリティの新しい考え方

参考文献・資料等

1）警察庁「令和4年版 警察白書」＜https://www.npa.go.jp/
hakusyo/r04/index.html＞（最終アクセス2023年1月30日）

2）独立行政法人 情報処理推進機構「情報セキュリティ10大脅威2022」
＜https://www.ipa.go.jp/security/vuln/10threats2022.html＞
（最終アクセス2023年3月1日）

3）独立行政法人 情報処理推進機構「2021年度 中小企業における情
報セキュリティ対策に関する実態調査」＜https://www.ipa.go.jp/
security/fy2021/reports/sme/index.html＞（最終アクセス2023
年3月1日）

4）日本年金機構「日本年金機構における不正アクセスによる情報流出
事案について」
＜https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2016/0104.html＞
（最終アクセス2023年1月30日）

5）日本弁護士連合会 公害対策・環境保全委員会編（2022）『情報システ
ムの標準化・共同化を自治の視点から考える』信山社

6）総務省「自治体ＤＸ情報化推進概要」＜https://www.soumu.
go.jp/denshijiti/060213_02.html＞（最終アクセス2023年2月24日）

7）日本経済新聞　2022年12月18日「自治体ＩＴ透明化遠く」/2023年2月
4日「サイバー対策報告義務」

8）デジタル庁「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化」
＜https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/＞
（最終アクセス2023年2月24日）

9）МＳ＆ＡＤインターリスク総研（2022）「企業を取り巻くサイバーリス
ク」

10）МＳ＆ＡＤインターリスク総研「サイバーリスク／情報セキュリティ」
＜https://www.irric.co.jp/risksolution/information/index.
php＞（最終アクセス2023年3月1日）

11）内閣府「経済安全保障推進法」＜https://www.cao.go.jp/keizai_
anzen_hosho/index.html＞（最終アクセス2023年2月6日）

4 企業や自治体に求められる対応とは

近年、個人情報保護法の改正により、情報漏えいの恐れがある
ときは、個人情報保護委員会への報告と本人通知が義務付けら
れたほか、国主導で情報セキュリティの脆弱性を点検し、社会機
能の停止といったリスクを抑制する動きも出てきている。

2023年2月、政府は経済安全保障推進法の柱の一つである「基
幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する制度」の基本方
針案をまとめた。電気やガス、水道、金融など14の業種を対象に、
政府が指定する特定重要設備を導入したり、維持管理を外部に
委託するような場合に、所管省庁への事前の届け出を義務付け
る内容で、2024年春の運用開始が目指されている。有事の際にも
サービスの安定供給が妨げられることのないよう、届け出の際に
はサイバー攻撃など外部リスクへの備えを記す必要もある。

時代の要請ともいえる情報セキュリティ対策。企業や自治体で
急速にDX化が進む中、セキュリティマインドが不十分なままで
は、利便性と安全性を両立させることはできない。業務停止、経
済的損失の発生、社会的な信用の失墜等、リスクが顕在化した
場合にもたらされる事態は深刻で、いずれも原状回復には相当の
時間や費用、マンパワーを要する。企業や自治体は、“常に脅威に
さらされている”ことを前提に、自らの責任で自組織を守り、また
有事の際に被害を最小限に抑えるための対策を着実に講じてい
く必要がある。
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こども政策におけるDX

要旨
▪政府は、2023年4月からこども家庭庁を創設する。地方自治体でも2012年の「子ども・子育て関連3法」の成立を契機

として、保育所整備等のこども政策を推進してきた。
▪一方で、保育所等の利用者増加やニーズの多様化により、こどもの安全を脅かす新たな事故も増加している。
▪本稿では、こども分野でのデジタルテクノロジーを活用したこどものリスクへの対応や、ＤＸ実現の可能性、持続可

能な子育て支援施策について考察する。

1 こども政策の重要性の高まり

⑴こども家庭庁の発足
　
少子高齢化問題が顕在化して久しいが、日本における合計

特殊出生率は、2021年度には6年連続で前年度を下回り、1.30
となった。一方で、児童虐待件数は、2021年度には約20.8万件

（2015年度約10.3万件）と過去最多を記録する等、こどもの人
口は減少しているものの、こどもを取り巻く環境は深刻になって
いる。

このような社会的背景のなか、少子化に歯止めをかけ、既存
の組織の中でこぼれ落ちていた児童福祉行政を担い、こどもや
子育てに関わる様々な政策の司令塔として2023年4月にこども
家庭庁が創設されることとなった。

自治体のこども政策における
デジタルテクノロジーの活用

三井住友海上火災保険株式会社
営業推進部 地域法人マーケットチーム
2022年度自治体職員派遣研修生
特別推進役　　　　　　木

こ ぐ れ

暮 千
ち な つ

夏
（横浜市研修生）

内閣府『こども政策の新たな推進体制に関する基本方針』
から抜粋

【今後のこども政策の基本理念】
①こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策立案
／②全てのこどもの健やかな成長、Well-beingの向上／
③誰一人取り残さず、抜け落ちることのない支援／④こど
もや家庭が抱える様々な複合する課題に対し、制度や組織
による縦割りの壁、年齢の壁を克服した切れ目ない包括的
な支援／⑤待ちの支援から、予防的な関わりを強化する
とともに、必要なこども・家庭に支援が確実に届くようプッ
シュ型支援、アウトリーチ型支援に転換／⑥データ・統計
を活用したエビデンスに基づく政策立案、ＰＤＣＡサイクル

（評価・改善）
【こども家庭庁の基本姿勢】
①こどもの視点、子育て当事者の視点／②地方自治体との
連携強化／③ＮＰＯをはじめとする市民社会との積極的
な対話・連携・協働
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⑵自治体でのこども政策の動向

このような国の動向以前にも、近年、こども政策の拡充は、自治
体、特に市町村を中心とする基礎自治体において重要課題として
推進されてきた。2012年8月に子ども・子育て関連3法注1）が成立し、

「幼児教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進」
することが定められたことを契機に、主な財源として消費税の引
き上げ分が充当され、子ども・子育て支援の質・量の拡充が図ら
れるようになったためである。

具体的には、2015年4月に内閣府が新たに「子ども・子育て支援
新制度」を施行し、基礎自治体が中心となって「市町村子ども・子
育て支援事業計画」の策定を行ってきた。本計画に基づき、地域
の実情に応じて、都市部では待機児童対策に向けた施設整備や
職員の配置基準の見直しや処遇改善、幼児教育・保育の無償化、
延長保育や病児保育等の多様なニーズに応じた支援の拡充等
が行われることとなった。

このような対策により、全国の保育施設数は、2016年度には約
3万1,000箇所であったが、2022年度には約4万箇所と約1.27倍増
加している（図１）。

また、保育所等利用児童数も施設数の増加と同様に、2016年
度の約255万人から、2022年度には約273万人と約18万人増加
した（図２）。 

これらの取り組みの効果として、待機児童数は2017年度の
26,081人をピークに年々減少してきている。しかし、人口増加率の
高い都市部の自治体では、依然として保育の受け皿が不足してい
る状況にある。一方で人口減少地域では定員割れが懸念される
状況も出てきている。

これまで高齢者と比べ手薄であったこども支援が強化されよう
としている昨今、自治体でも地域のニーズ・特性に応じた独自の
施策が求められるのではないだろうか。

2 児童福祉施設での
安全管理・リスクマネジメント

⑴児童福祉施設でのリスクマネジメント

行政による子育て支援政策は、待機児童数の減少のように
一定の効果が表れているといえるが、一方で、安心・安全な環境
の整備という観点では、次頁図３の通り教育・保育施設等での
事故注2）発生件数が増加している点に留意が必要である。全体の
事故発生件数としては、2016年度から2021年度までの6年間で
+1,285件と3倍以上増加している。

【図１】保育所等施設数の推移
（出典：厚生労働省『保育所等関連状況取りまとめ（令和3年4月1日）』を基に筆者作成）

【図２】保育所等利用児童数と待機児童数の推移
（出典：厚生労働省『保育所等関連状況取りまとめ（令和3年4月1日）』を基に筆者作成）
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この間、厚生労働省では、2015年度に、「教育・保育施設等にお
ける事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」を
定め、自治体を通じて所管の施設等に対して、ガイドラインの内
容を周知するとともに、研修等により事故発生防止に関わる職員
の資質向上に努め、自治体主催の研修に積極的に参加すること
を求める等といった対策を講じてきた。

ガイドラインに挙げられた項目で、死亡に繋がる重大事故
の要因として半数以上を占める場面が、睡眠中（午睡）であり、 
2016年度には、全体の死亡事故13件のうち10件が午睡時の事故
であった（表1）。

しかし、2021年度の内閣府研究報告書によると、「午睡中に乳
幼児が突然死亡する事故が起きやすいこと」は98.8%の施設で認
識され、「睡眠中の呼吸等点検」は99.4%の施設で実施されるよう
になったという結果が分かる。また、0歳児に対しての呼吸確認を
5分に1回以上の頻度で行っている施設は82.8%に達している。こ
のような調査結果や、死亡事故の発生件数が年々減少している
ことからも、ガイドラインの周知が進み、教育・保育施設等で午睡
時の事故発生リスクの認識および対策が進んだ結果といえるで
あろう。

【図３】教育・保育施設等における死亡事故および事故発生件数
（出典：内閣府『教育・保育施設等における事故報告集計（平成28年～令和3年）』を基に筆者作成）
（学齢期児童を対象とした放課後児童健全育成事業は発生件数から除く）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 計

睡眠中 10 6 8 4 3 1 32

その他 3 2 1 2 2 4 14

計 13 8 9 6 5 5 46

（出典：内閣府『教育・保育施設等における事故報告集計（平成28年～令和3年）』を基に筆者作成）

【表1】教育・保育施設等における死亡事故発生時の状況

ガイドラインの主な内容

◆死亡に繋がる重大事故が発生しやすい５つの場面
睡眠中／水遊び中／誤嚥（食事中）／誤嚥（玩具等）／
食物アレルギー

◆教育・保育施設等の全ての職員が身に付けておくべき技
術の具体例
①心肺蘇生法、②気道内異物除去、③AED の使用、④
エピペン（R）の使用等
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⑵送迎用バスにおける安全管理

記憶に新しいこどもの事故としては、送迎用バスの置き去り事
故が挙げられる。2021年7月の福岡県中間市の保育所での男児の
死亡事故に続き、2022年9月にも、静岡県牧之原市の認定こども
園で送迎用バスに置き去りにされた女児が熱中症により死亡す
るという大変痛ましい事故が発生した。

静岡県の事案の主な原因として、国土交通省は、“園児のバス
降車時に、運転手、乗務員ともに送迎用バスに園児が残っていな
いか確認を行わなかったこと、降車時の人数確認等を手順として
決めていなかったこと”等を挙げている。また、記者会見では、園
側からは人手不足が要因であった旨の説明もあった。

事故発生直後に政府が行った緊急点検では、送迎バスを保有
する教育・保育施設は約10,800施設、運行台数は約23,000台ある
が、そのうち「こどもの乗降時に人数や氏名等を常時確認してい
ない」施設は、約1割程度あったことが判明した。また、バス通園に
おけるこどもの見落とし防止につながる研修を園内で行っていた
施設は約5割程度であることも明らかとなっている。従来から対
策が求められていた睡眠中の事故と比較しても、対策が不十分
だったことが分かる。

これは、近隣に通園可能な保育所等がないことや多様な保育
ニーズを持った家庭の要望に応えるために、送迎バスを運用す
る施設等が増えているものの、明確な基準が定められず、安全管
理業務が現場任せになってしまった結果といえるだろう。これま
で保育所等への送迎は、保護者が行うことが前提であり、バス
送迎については必要とする家庭と各施設の間の私的な契約と
位置付けられており、国として安全管理の統一的な基準は示さ
れていなかった。保育の受け皿拡大や多様なニーズへの対応等
の量的対策を進めてきた一方で、新たなリスクへの対応といっ
た質的な対策が追い付いていなかったといえるのではないだろ
うか。

⑶送迎用バスの置き去り防止装置

これらの事故後、国土交通省は、「送迎用バスの置き去り防止
を支援する安全装置のガイドライン」をまとめて、こどもの乗降確
認といったソフト面の対策と合わせて、2023年4月から安全装置
の装備というハード面の対策も義務付けることを決定した。1年
間の経過措置を設けるが、熱中症の多発する夏を控えた同年6月
末までにできるだけ送迎用バスへの装備を求める内容となって
いる。

今回の安全装置の装備は、乗降確認やマニュアル整備等のソ
フト面の対策と合わせて、マニュアルが意図せず順守されない等
のヒューマンエラーを補完するための対策として運用されるべき
ものとされている。

また、その他にも、国では、「こどもの安心・安全対策支援パッ
ケージ」として登園管理システムやこどもの見守りタグ（ＧＰＳ等）
の導入支援等といったテクノロジーを活用した対策を打ち出し、
令和4年度第2次補正予算として採決されるといった動きもみら
れる。今後は、ソフト面のヒューマンエラーを防ぐ対策としてテク
ノロジーの活用が一層進んでいくであろう。

3 こども分野でのテクノロジーの活用事例

⑴テクノロジーの活用（BabyTech）について

子育てにテクノロジーを活用するという点では、Baby（赤ちゃ
ん）とTechnology（技術）を組み合わせたベビーテックという考
え方がある。主に米国で広まっているものだが、日本では、依然と
して育児中にスマホ等を使うことに対して、否定的な人もおり、こ
のような風潮をなくして子育てにテクノロジーを活かすことで、家
事育児の効率化を進め、ゆとりのある子育てにつなげることが期
待されている。

内閣府が立ち上げた官民連携の「子育て応援コンソーシアム」
でも、ベビーテックは取り上げられている。例えば、前述の午睡時
の乳幼児の窒息事故防止のためのテクノロジーとして、株式会社

安全装置の概要

◆「降車時確認式」
エンジンを停止した後に車両後部の装置から確認を求
める音声やブザー音が鳴り、ドライバーや職員がボタン
を押さないと止まらない仕組み。

◆「自動検知式」
人の動きを検知するセンサーが車内に残ったこどもの存
在を見つける仕組み。

◆共通
どちらも異常確認後15分以内に車外に警報が伝わる機
能が求められる。車内上部のこどもが触れない場所に設
置することや、アラームで故障を通知する仕様も必須と
する。
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リキッド・デザイン・システムズが開発した「マット一体型ベビーセ
ンサー」、ユニファ株式会社が開発した乳幼児の安全な午睡を見
守る医療機器「ルクミー午睡チェック」の事例等が紹介されてい
る。いずれも、保育所等での導入が進んでおり、午睡時の職員の
負担軽減、おおむね5分に1回（主に0歳児の場合）行われる睡眠
確認以外でも常時センサーで見守っている状態にすることで職
員の心理的な安心感につながっており、同時に保護者からの感
謝を得ることによる職員のモチベーション向上にも寄与している
という。睡眠確認業務を完全に代替するものではないが、ヒュー
マンエラー対策を補完することができるテクノロジーの活用事例
であり、保育の質の向上に貢献する有効なソリューションといえ
るだろう。

⑵通学路安全支援システムについて

続いて、学齢期のこどもを対象とした学校現場でも、こどもの安
全管理におけるテクノロジーの活用が進んでいる事例を紹介する。

学齢期のこどもを巻き込んだ事故として、2021年6月に千葉県
八街市で、下校中の小学生の列にトラックが衝突し、5名が死傷
するという交通事故が発生した。事故を受けて、政府が実施した
緊急点検では全国で約76,000箇所の対策必要箇所が抽出され、
通学路の変更や登下校時の見守り強化の他、歩道の整備や速度
規制といった対策が取られ、2023年度末までの完了が目指されて
いる。

このような通学路の交通安全に対する課題にテクノロジーを

活用した事例として、三井住友海上火災保険では、自社が保有
する「交通事故データ」をマップルが提供する電子地図ソフト「通
学路安全支援システム」に掛け合わせたシステムを展開している

（図4）。
このシステムは、安心安全な通学路管理と点検支援、交通事故

リスクの可視化による最適な通学路設定を実現する機能を両社
が共同で開発したものである。

これまでの通学路の選定は、白地図にペンでなぞるといったア
ナログ方式で行われることが多く、学校区ごとに情報集約の方法
が異なることもあった。また、集団登校を実施している場合は、集
合場所から学校までを通学路と定義し、一人通学となる自宅か
ら集合場所までの通学路の点検は実施されないこともあり、個々
に合わせた通学路の安全性の確認まで可視化出来ないケースも
散見された。

このような課題に対して、本システム導入により、既存の校務支
援システム上の情報（氏名・住所・学年・クラス）を取り込むだけ
で自宅情報がプロットされ、自動的に危険箇所が地図データ上
に可視化される。また、教育委員会等でも同システムを導入した
場合、各学校のデータを自動的に重ねることができるため、情報
集約の効率化を図ることが可能となる。さらに、これまで集団登
校で使われる通学路のみの安全確認にとどまっていた場合でも、
一人ひとりの自宅から学校までの通学路上の危険箇所の可視化
が可能になるため、各家庭に合わせた交通安全啓発に活用する
ことができる。実際に、千葉県市原市で行われている実証実験で
は、安全指導に活用されている。

【図4】通学路安全支援システム概要
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依然としてアナログで行われることが多い学校の事務作業
においても、今後、このようなテクノロジーの活用を推進するこ
とは、学校現場の働き方改革を進めるうえでも非常に重要と
なる。

4 こども分野でのＤＸ実現の可能性

昨今、政府は少子化対策を最重要課題として取り上げており、
人口減少に直面している地方自治体でもこども政策の拡充は喫
緊の課題となっている。しかし、支援の拡充により新たなリスク
や課題も発生しており、自治体においては、安全マニュアル策定
支援や施設職員向け研修の実施、監査での指導といった基本的
な安全対策の徹底がより重要になる。従来の方法のみならず、今
後は、テクノロジーを活用した安全対策も一般的になっていくだ
ろう。

また、子育て世帯の心理的・身体的負担感の軽減や保育・教育
現場での人手不足や事務作業の軽減といった課題に対して、各
自治体においてもテクノロジーの活用を積極的に推進する必要
があるのではないだろうか。そのためには、児童福祉部局や教育
委員会だけではなく、ＤＸ推進部局や産業振興部局など部局を
横断した取り組みに加え、民間企業と連携し、新しいソリューショ
ンを取り入れながら、こどもを中心に据えた持続可能な子育て支
援策の展開が求められる。

以上
 

注）

1）①子ども・子育て支援法、②認定こども園法の一部改正法、③児童福祉法の一
部改正等関係法律の整備法

2）教育・保育施設等において発生した死亡事故、治療に要する期間が30日以上の
負傷や疾病を伴う重篤な事故
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1 農林水産物・食品輸出の政府の
取り組みについて

⑴農林水産物・食品輸出の現状

日本の農林水産業において就労者の多くが高齢化してきてお
り、後継者不足が大きな社会課題となって久しい。2014年の農林
水産省の白書によると、新規就農者のうち3割は所得の低さを理
由に離職している。国はこのような状況に対する農林漁業者の所
得向上の手段の一つとして、輸出による農林水産物・食品の販路
拡大へ向けた様々な取り組みを行ってきた。農林水産省は2016
年に『農林水産業の輸出強化戦略』をとりまとめ、2020年にはそ
れまでの成果を踏まえ新たに『農林水産物・食品の輸出拡大実
行戦略』を策定し、農林水産物・食品輸出拡大への継続した支援
を行っている。その結果、輸出実績は2021年には初めて1兆円を
超え、2022年にはさらに増加し1兆4,148億円を記録した（図１）。

しかし、輸出実績は確実に拡大しているものの生産額のうち
輸出額の占める割合はわずか2％であり、フランスの28％やイタ
リアの21％に比較して小さくまだまだ取り組みの余地があると
いえる。また、日本の農林水産物・食品市場は人口減少により 

自治体での農林水産物、食品輸出の取組

要旨
▪農林水産業における就労者の高齢化・後継者不足などの社会課題を背景に、農林漁業者の所得向上を目指し、政

府や地方自治体は農林水産物・食品の輸出促進に向けた取り組みを行っている。
▪政府等による取り組みにより農林水産物・食品の輸出は増加の傾向にあるが、まだ十分とはいえず生産者や事業者

によるさらなる輸出の増加が望まれている。
▪輸出促進には様々な課題が存在しているが、特に新たに輸出を開始する場合にはリスクに対する備えが重要である。
▪輸出支援に関わる自治体の取り組み、輸出リスクに対する専門機関の対応を踏まえ、今後の展望について考察する。

自治体の取り組む
農林水産物・食品輸出の
課題と展望

三井住友海上火災保険株式会社
営業推進部 地域法人マーケットチーム
2022年度自治体職員派遣研修生
特別推進役　　　　　　八

や ま き

巻 温
あ つ こ

子
（山梨県研修生）

縮小する傾向にある一方、海外においては人口増加・所得水準の
向上により市場が2015年の890兆円から2030年には1.5倍の1,360
兆円へ拡大すると農林水産省は予測している。海外市場への展
開により農林水産業の所得が改善することで、新規就労者の増
加・定着が進むと考えられる。社会課題となっている農林水産業
の活性化へとつなげていくためにも、さらなる食品輸出拡大が求
められているといえる。

【図１】農林水産物・食品輸出額の推移
（出典：農林水産省「農林水産物・食品の輸出額」を基に筆者作成）
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等の政府による輸出のための環境整備に対し、省庁を超え政府
一体で取り組むこととしている。2022年には英国およびインドネ
シアにおける放射性物質に関わる輸入規制が撤廃された。輸出
に関する事務処理についても電子化を進めるとともに、海外の基
準に対応できるよう国内基準の見直しを進めている。

これらの取り組みが一定の効果を生み、2022年12月には輸出
実績が1,308億円に達し、単月の実績として過去最高を記録する
とともに、2022年の輸出実績も前述したとおり過去最高を記録し
ている。

 

2 地方自治体の取り組み

⑴地方自治体における食品輸出取組

農林水産省が2020年に都道府県を対象に行った輸出促進に
向けた取組状況のアンケート結果によると、農林水産物・食品の
輸出促進の戦略や計画をまとめていると回答している都道府県
は37あり、大多数の都道府県において輸出促進の取り組みが行
われていることが確認できる。輸出により新たな収入を確保する
ことは、地場産業の活性化、地域の働く場の確保につながるもの
である。人口減少が進む中、地方自治体には選ばれる地域となる
ことが求められており、地域の魅力を高めるための様々な取り組
みが行われているが、そのうちの一つとして輸出支援は有効な取
り組みであるといえる。

⑵取組事例

政府は、オールジャパンによる取り組みを推進しているが、地
方自治体においてはそれだけではなく、地域の産品を売るための
取り組みも求められる。農林水産省のアンケートにおいて、輸出
支援取組のうち、自治体として効果があったものとして回答が多
かった上位二つは「バイヤー招聘」と「店頭での試食ＰＲ」であり、
地域の産品を知ってもらう取り組みに効果を感じていることがう
かがえるが、地域としての力が求められる今、地方自治体では地
域産品のブランド化、差別化戦略による価値の創出を行う動きが
出てきている。以下では地方自治体の取組事例を紹介する。

①茨城県米輸出の取り組み
茨城県では、国内消費の減少に危機感を持った生産者と茨

城県などで組織する茨城県産米輸出推進協議会を2016年に組
織し、輸出を目的とした米の生産に取り組んでいる。国産の米
は海外産に比べて価格が高く海外市場での競争力に課題があ
る中、生産者が協力して取り組みを始めた。最初は、輸出先ター
ゲットをアメリカに絞り、生産者を同行した試食販売・営業を 

⑵政府の取り組み

政府は2025年に2兆円、2030年に5兆円の輸出額達成を目標と
して掲げ、以下三つの基本的考え方に基づいて食品輸出の取り
組みを進めている。

①日本の強みを最大限に発揮
政府は海外で評価される日本の強みがある食品として29品目

を輸出重点品目に選定している（表１）。輸出重点品目は、個別に
輸出目標、手段の明確化を行い取り組みの支援をするとともに、
生産から販売に至る関係事業者を構成員とし、オールジャパンに
よる輸出促進活動を行う体制を備えた団体を認定農林水産物・
食品輸出促進団体として認定している。これは、今までの個別な
輸出では難しかった海外市場の求めるスペック（量・価格・品質・
規格）を専門的・継続的に満たせる体制の構築を目指したもので
ある。

②マーケットインの発想
政府はマーケットイン、つまり市場や顧客の視点から行う輸出

取組を推進している。今までの輸出事業は、生産者が国内市場向
けに生産した産品の余剰品を、輸出できる国だけに輸出するビジ
ネスモデルが主流であり、輸出は限定的となっていた。この発想
を転換し、国内向けの余剰品ではなく、輸出することを目的として
生産等を行い、輸出規模の拡大や新しいマーケットの開拓へとつ
なげるものである。

③政府一体の取り組み
輸入規制等による政府間協議、食品安全管理、知的財産管理

※その他の野菜（たまねぎ等）についても、水田等を活用して輸出産地の形成に
積極的に取り組む

（出典：農林水産省「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を基に筆者作成）

牛肉、豚肉、鶏肉
鶏卵
牛乳・乳製品
果樹（りんご、ブドウ、モモ、かんきつ、かき・かき加工品）
野菜（いちご、かんしょ等※）
切り花
茶
コメ・パックご飯・米粉及び米粉製品
製材、合板
ぶり、たい、ホタテ貝
真珠
錦鯉
清涼飲料水
菓子
調味料（ソース混合調味料、味噌・醤油）
酒類（清酒（日本酒）、ウイスキー、本格焼酎・泡盛）

【表１】輸出重点品目一覧
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3 農林水産物・食品輸出に関わるリスク

⑴農林水産物・食品輸出を取り巻く課題

これまでみてきたように、輸出拡大に向けた取り組みは活発化
しており、輸出額は国の目標に向けて増加してきている。地方自
治体においても前章で紹介したように輸出拡大を通じて地方活
性化に繋がった事例が見られるようになってきている一方、様々
な課題があることも忘れてはならない。輸出を始めたいが何から
手を付ければいいのか分からない、人手が不足している等の取
組主体側の課題のほか、相手国の規制や食習慣の違いによるリ
スクや貨物事故等のリスクへの対策といった課題が挙げられる。
農林水産物・食品輸出に関わるリスクは「商品輸送中のリスク」

「賠償責任リスク」「信用リスク」「ポリティカルリスク」「契約上の
リスク」、その他にも為替や検疫など多岐にわたる。以下では、リ
スクに対する対策を検討していく。

⑵リスクへの対策

前述のとおり、輸出に関するリスクは多岐にわたるため、一から
自力で対策を講じるには膨大な時間と労力が必要となる。輸出の
推進を支援する様々な組織・機関を活用し、専門家の支援をうま
く利用することでより適切にかつ効率的にリスクへの対策を行う
ことができる。

例えば、貿易の支援を行っているジェトロのＨＰでは、各国・地
域の輸入に関する諸規制を、品目、項目ごとに調べることができ
る。また、ジェトロでは日本産農林水産物・食品輸出マッチングサ
イト（ＪＡＦＥＸ）の運営、海外コーディネーターなど専門家への
相談サービスや商談の立ち合いといった個別サービスまで用意
し、輸出の検討から実現まで一貫して支援できる体制を整えて
いる。他に、輸入制限や紛争発生等により貨物を船積できない 

アメリカにて実施し、現地で流通しているカリフォルニア産米と勝
負できる価格設定の重要性を生産者も含めて改めて認識すると
ころから取り組みを開始。多収品種の導入、直播栽培注1）等によ
る低コスト生産を実現するなど、国内向けの生産から海外向けの
生産に切り替え、一定品質・数量の輸出用米を安定的に供給で
きる生産体制の整備を実現させた。これは政府の求めるマーケッ
トインの発想によるものであり、当協議会は国の指定する戦略的
輸出基地にも指定されている。輸出用米の生産量は直近の3年間
でも約1.5倍に拡大（図２）、中でもアメリカに輸出される米は「茨米

（うばらまい）」のブランド名を付けた販売を行い、他との差別化
も図られている。

②山梨県果樹ブランド推進の取り組み
山梨県では、果実の輸出拡大のために2021年3月に「山梨県産

果実の輸出拡大に向けた基本的な戦略」を策定している。韓国等
の海外産品と競合することもある果実の輸出市場において、他産
品との差別化を図る取り組みを行っており、山梨県が生産量日本
一であるモモとブドウでは、生産量日本一を前面に打ち出し、「山
梨が日本最大・最高品質」というイメージにフォーカスしながら、
価格と品質のバランスが保たれた魅力的な高付加価値商品で
あることのＰＲを進めている。新型コロナウイルス感染症の影響
により、従来のプロモーションが制限される中、2020年度からは
海外向けにＳＮＳによるイベント情報の発信、日本貿易振興機構

（ジェトロ）の「インフルエンサー発信事業」と連携しインフルエ
ンサーを活用した発信を行うなどプロモーション方法に工夫を
行った。また、日本国内でも実施できる取り組みとして、在日大使
館を対象に「駐日大使への山梨PRツアー」を新たに実施した。こ
うした取り組みを背景に山梨県のモモとブドウの輸出額は2021
年度には17.6億円と前年度の10.8億円を大きく上回った（図３）。
2022年度には、ＳＮＳの発信地域を拡大してさらなるブランドイ
メージの浸透に取り組んでいる。

 

【図２】茨城県産米輸出推進協議会 年度別輸出仕向け米生産量
（出典：農林水産省「戦略的輸出基地リスト」を基に筆者作成）

【図３】山梨県産果実の輸出額推移
（出典：インターネットの公開情報を基に筆者作成）
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4 今後の食品輸出の展望

政府は輸出を推進するためのさらなる施策として、2023年には
ＧＦＰ注2）フラッグシップ輸出産地形成プロジェクトを立ち上げて
いる。これは都道府県やＪＡ、地域商社等が連携し、生産から流
通・販売まで、一気通貫で産地をサポートする体制を整備するこ
ととしており、今後はより地域に密着した形への移行を目指して
いる。各地域において、行政や関連する諸団体が連携した取り組
みが推進され、そこへ地場企業や事業者の参加が求められるよ
うになって、初めて輸出に取り組む事業者・生産者が増えること
が想定される。リスクを把握した上で官民の専門家をうまく活用
し、各地域にあった輸出の仕組みが数多く構築され、その結果と
して、地域経済の活性化、地域や日本全体の農林水産業の課題
の克服につながることを期待したい。

以上

リスク、取引先の倒産など貨物代金の回収ができないリスクに関
しては、民間の損害保険会社や、日本政府の出資による日本貿易
保険（ＮＥＸＩ）が、リスクによる損失をカバーするための保険提
供を行っている。また、ＮＥＸＩは国ごとのリスクを8段階に分けて
評価したカントリーリスクマップおよび各国の状況を記載したカ
ントリーレビューをＨＰ上で公表しているため、この情報も参考
となる。

⑶商品輸送中のリスク

輸出において損害の発生頻度が高いリスクとして「商品輸送中
のリスク」が挙げられる。輸送中の破損などのほか品質劣化・腐
敗するリスクである。特に品質劣化・腐敗によるリスクは食品輸
出特有のリスクであり、特に青果物は時間経過とともに品質劣化
が生じるため、リスク管理が重要となる。

輸出の方法は航空輸送と海上輸送に分けられる。航空輸送の
特徴として、リードタイムが短いこと、荷物の積み込みや積み下ろ
しの機会が多いこと、上屋や滑走路で一次保管があること、断熱
性の容器やドライアイスなどの保冷剤を使った輸送が多いという
点が挙げられる。また、航空輸送の場合、リードタイムの短さにメ
リットがある反面、天候等によりスケジュールに変更が生じるこ
ともある。これらの特徴ゆえに、水濡れと雑な取り扱いによる破
損事故、保冷不備・過冷却や物流遅延による品質劣化事故が多
く発生しているという実態がある。

海上輸送の特徴は、輸送にコンテナが多く使用されることであ
る。青果物や肉などの畜産品は、冷凍・冷蔵ができるコンテナを
使って輸送されることから、海上輸送では、コンテナの保守・整備
に関わるリスク、コンテナの運転や作業に関わるリスクによる事
故が発生している。また、海上輸送においても物流混乱や港での
ストライキなどで輸送が遅延するリスクがあることにも留意しな
ければならない。

⑷商品輸送中のリスクへのアプローチ

商品輸送中のリスクへの対応として有効である保険は、民間の
損害保険会社から提供されており、国際間を輸送される貨物を
対象に輸送中の損傷による損失をカバーする保険（外航貨物海
上保険）、販売後の製造物賠償責任による損失をカバーする保険

（海外ＰＬ保険）などがある。また、農畜水産物の輸出拡大を背
景に2021年には輸出食品に対象を限定した新たな専用保険の
提供も始まっている。輸出食品専用保険は、従来の外航貨物海
上保険では補償の対象外とされていた腐敗・品質劣化損害や温
度変化損害も含めて損害を広くカバーしている。食品輸出に取り
組む事業者は、リスクへの有効な対策の観点からこのような保険
商品を活用することを検討されたい。

 

注）

1）田に直接種をまく栽培方法。育苗・移植などの作業の省略化を図ることができる
2）Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers 

Project の略称であり、農林水産省が推進する日本の農林水産物・食品の輸
出プロジェクト​​。2018年から生産者・事業者等のサポートと連携を図る「ＧＦＰコ
ミュニティサイト」を運営し、登録した者を対象に輸出支援を実施している
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10）ＧＦＰ農林水産物・食品輸出プロジェクト＜https://www.gfp1.maff.
go.jp/＞（最終アクセス2023年3月13日）

11）三井住友海上火災保険株式会社「輸出食品専用保険」ニュースリ
リース＜https://www.ms-ins.com/news/fy2020/pdf/1202_1.
pdf＞（最終アクセス2023年3月13日）
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要旨
▪2022年5月、経済安全保障推進法が成立・公布された。多岐にわたる経済安全保障上の課題の中から、まず取り組む

べき分野として、①サプライチェーン強靭化、②基幹インフラ対策、③重要技術の研究開発、④秘密特許に絞られてい
る。基本的な方向性は、自律性の向上、優位性・不可欠性の確保、国際秩序の維持・強化である。

▪経済安全保障推進法の公布後の主たる関連動向：2022年8月に内閣府に新たに「経済安全保障推進室」を設置、同9
月、推進法全体の基本方針と①サプライチェーン強靭化、③重要技術の研究開発の基本指針が閣議決定された（残り
の②と④の基本指針は2023年3月に閣議決定予定）。同12月には11物資をサプライチェーン強靭化の対象となる特定
重要物資に指定、2023年2月に経済安全保障推進会議でセキュリティ・クリアランス制度の法整備検討が指示された。
2024年の通常国会へ同制度を含む経済安全保障推進法の改正案提出を目指している。

▪2022年12月、わが国の安全保障に関する根幹文書である安保3文書（国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備
計画）が改定された。特に、最上位文書である「国家安全保障戦略」の改定内容はこれまでの安全保障の考え方を刷新
するもので、「経済安全保障」も重要なテーマのひとつとして織り込まれた。

▪企業等においては、経済安全保障推進法の対象企業であるかどうかにかかわらず、この機にグローバルサプライ
チェーンの点検、重要機密情報の管理等について検討すべきである。

わが国の
経済安全保障政策の動向

 本稿のテーマに関連する背景1

いま、わが国でも安全保障環境上の脅威が焦点となってい
る。新型コロナ禍という特殊な経験も踏まえ、政府は長らく議
論されてきた安全保障に対する方針等の変更について一定の
結論を出し、実行に移す改革のさなかにある。

2022年12月、わが国の安全保障に関する根幹文書である安
保3文書（国家安全保障戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計
画）が改定された。特に、改定国家安全保障戦略はこれまでの
安全保障の考え方を刷新するもので、本稿で取り上げる「経
済安全保障」も重要なテーマのひとつとして織り込まれた。 
守るべき「国益」の定義と、それに伴って、目標や手段・方法等
が見直された。経済安全保障推進法（経済施策を一体的に

講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律。以下
「推進法」）でも定義されなかった「経済安全保障」という言
葉も定義された。

また、第211回国会の施政方針演説（2023年1月23日）で、岸
田総理は「労働コストや生産コストの安さのみを求めるのでな
く、重要物資や重要技術を守り、強靱（きょうじん）なサプライ
チェーンを維持する経済モデル」を目指すことが世界共通と
なっており、これは「新しい資本主義」の基本に含まれていると
話す等、安全保障の説明部分以外でも経済安全保障の重要性
を訴えた。

つまり、経済安全保障は、変更されたわが国の新しい国家安
全保障戦略等の柱のひとつである。国は国益注1）を守る安全保
障上の手段のひとつとして経済的手段を認知し（経済は守る
目的であるが、同時に手段でもある）、安全保障の一環として 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社
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経済活動への支援、規制等を始めたととらえるとよい。
本稿では、推進法公布以降の関連動向について概説すると

ともに、上記の「国家安全保障戦略」の改定につき「経済」面を
中心に概説する。当該問題に関与する企業等がどのように本課
題に向き合うべきかについても適宜触れる。

（2023年2月初旬時点の情報をもとに執筆している。23年1月開
会の国会動向、その後の社会動向等についての反映は限定的
である。）

 経済安全保障とは2

経済安全保障の定義は難しく、推進法でも定義されず、また
専門家等の間でも多様であったが、2022年12月の安保3文書改
定時に、新しい国家安全保障戦略において定義された。そこで
経済安全保障は、「我が国の平和と安全や経済的な繁栄等の国
益を経済上の措置を講じ確保すること」とされた。

注目すべき点をひとつあげると、これまでの多くの定義は経
済を「手段」と表現するにとどまっていたが、この定義では、経済

（経済的な繁栄）を守る「目的」であると明記された。国民の生
命・身体・財産等の安全を守るために経済安全保障の取り組み
をすることに意義を感じるとしても、経済的な繁栄も目的とされ
るほうが関係する民間企業等のモチベーションはより高まるで
あろう。

なお、わが国の経済安全保障の基本的な方向性は、自律性の
向上、優位性・不可欠性の確保、国際秩序の維持・強化である。

 経済安全保障推進法と
公布後の関連動向3

⑴経済安全保障推進法の制定

推進法は2022年5月11日に成立し、同5月18日に公布された。
多岐にわたる経済安全保障上の課題の中から、まず取り組む
べき分野として、①サプライチェーン強靭化、②基幹インフラ対
策、③重要技術の研究開発、④秘密特許の4分野（4本柱）に絞
り、それらをどのように進めるか等につきとりまとめられた法律
である。

推進法を大きくとらえると、①サプライチェーン強靭化と③
重要技術の研究開発の2分野は、政府により、対象物資や技
術が決められるものの、希望する企業への融資や助言といった

「支援」の色合いが強い。一方、②基幹インフラ対策や④秘密

特許の2分野は、対象となる企業や特許申請案件が国により 
選定される等、「規制」の色合いが強い注2）。

推進法は、全体の基本方針をはじめ、4本柱それぞれの基本
指針、細かい対象等を定めない段階で公布された。詳細は公布
以降、順次、政令等で定められていく。4本柱が進められるスケ
ジュールもそれぞれ異なるものの、公布後の約5年間に集中的
に取り組むとみられる。

⑵推進法の動向

推進法公布以降の主要な動きをまとめる。まず、2022年8月1
日に内閣府に新たに「経済安全保障推進室」が設置された。推
進法の総則と、①サプライチェーン強靭化および③重要技術の
研究開発が同8月1日に先行施行され、基本方針と①、③の基本
指針が同9月30日に閣議決定された（次頁図1）。

同12月20日、抗菌性物質製剤、肥料、永久磁石、工作機械・産
業用ロボット、航空機の部品、半導体、蓄電池、クラウドプログ
ラム、天然ガス、重要鉱物ならびに船舶の部品の11物資が、サ
プライチェーン強靭化の対象となる特定重要物資に指定され
た。供給確保計画の認定を受けた事業者は、政府の指定する
金融機関から日本政策金融公庫が提供する長期・低利のツー
ステップローンを原資とした融資を受けられる等のメリットが
ある。なお、供給確保計画の認定等は既に進んでいる。関係さ
れる事業者は関係省庁ＨＰを確認されるか直接問い合わせさ
れることをお勧めしたい。

重要技術の研究開発（③）の対象技術は、政府の経済安全保
障推進会議等により2022年9月16日にまとめられた経済安全保
障重要技術育成プログラム研究開発ビジョン（第一次）に27種
類示されている。

2023年2月8日、②基幹インフラ対策と④秘密特許それぞれ
の基本指針案を政府が示した。今後、有識者会議等での検討
を経て、同3月にも閣議決定される予定である。本稿が公開され
るころには内容が明らかになっていると考える（次頁図1）。

2023年2月14日、経済安全保障推進会議にて岸田総理は、セ
キュリティ・クリアランス制度（後述）の法整備の検討を高市経
済安保担当相へ指示した。1年程度の検討を経て、2024年の通
常国会へ同制度を含む推進法の改正案提出が目指される。

本来、経済安全保障の範囲を特定することは難しい。ただ、
わが国では「安全保障を確保するための手段についても、従来
の外交・防衛といった手段はもとより、経済上の措置を用いて
対処することの必要性が増している（基本方針より）」といった
記載等を踏まえると、基本的に、他国からの特定の物資の輸入
困難、基幹インフラへのサイバー攻撃、他国で軍事開発に利用
されかねない技術流出への対抗等が想定されているとみられ
る。たとえば、米国等では自然災害、感染症のパンデミック等も 
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まとめて経済安全保障の範囲内の活動として取り組んでいるよ
うであるが、それと比較してわが国の取り組みの範囲は絞り込
まれていると考えられそうである。

新しい「国家安全保障戦略」に
おける経済安全保障4

⑴新しい国家安全保障戦略の特筆点と構成

2022年12月に改定された国家安全保障戦略は、わが国の安
全保障に関する最上位に位置し、外交、防衛、経済安全保障、
技術、サイバー、海洋、宇宙、情報、政府開発援助（ＯＤＡ）、エネ
ルギー等のわが国の安全保障に関連する分野の諸政策に戦略
的な指針を与える政策文書である。

安保3文書のほかの2文書（国家防衛戦略、防衛力整備計画）
が軍備に重きを置いていることと異なり、経済安全保障分野や
エネルギー・食料安全保障をはじめとした全体の大枠が定めら
れている。「国益」から順にトップダウン型でまとめられており、
実際の制約（人員、予算等）に捕らわれすぎず、あるべき論でま
とめられている。具体的な詳細は今後検討するとみられる。

改定内容としては、まず、根幹となる「国益」が見直された。 
それを踏まえて安全保障に関する基本的な原則が示された。

続いて、わが国を取り巻く安全保障環境と、安全保障上の課題
が示され、それらを踏まえた安全保障上の目標が設定され、最
後にその目標達成に向けた手段と方法（戦略的アプローチ）が
示された。

手段は、総合的な国力注3）（外交力、防衛力、経済力、技術力、
情報力）となる。経済の繁栄を守るためにも、これら総合的な国
力を最適に組み合わせて実施するのがこれからの安全保障と
なる。

⑵新しい国家安全保障戦略における「国益」

大きく変更されているわけではないが、根幹でもあるため、こ
こで「国益」に関する記載内容を確認する。大きく3項目に分けら
れている。全文は長いため、それぞれ筆者にて要約した（表1）。

①（基本事項）
わが国の主権と独立を維持し、領域を保全し、国民の
生命・身体・財産の安全を確保する。わが国の豊かな
文化と伝統の継承、民主主義を基調とする平和と安
全を維持し、その存立を全うする。世界で尊敬され好
意的に受け入れられる国家・国民であり続ける。

②（経済成長）
経済成長を通じてわが国と国民のさらなる繁栄を実
現する。それによりわが国の平和と安全をより強固な
ものとする。開かれ安定した国際経済秩序を維持・強
化し、わが国と他国が共存共栄できる国際環境を実
現する。

③（国際秩序）
自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配といっ
た普遍的価値や、国際秩序を維持・擁護する。特にイ
ンド太平洋地域において、自由で開かれた国際秩序
を維持・発展させる。

【表1】2022年12月に改定された「国益」
（下線は、2013年の国益から追加された主な箇所）

（出典：内閣官房2022年12月16日「国家安全保障戦略」を基にMS&ADイン
ターリスク総研作成）

改定後の「国益」の注目点は、「開かれ安定した国際経済秩
序の維持・強化」と「共存共栄できる国際環境の実現」であろ
う。改定前の2013年のものに「国際経済秩序」という言葉は使
用されておらず、代わりに自由貿易体制の強化や安定性・透明
性の重視が記載されていた。

基本方針（第2条）

安定供給確保基本指針
（第6条）

特定社会基盤役務基本指針
（第49条）

特定重要技術研究開発基本指針
（第60条）

特許出願非公開基本指針
（第65条）

第6条 政府は、基本方針に基づき、…「安定供給確保
基本指針」…を定めるものとする。（後略）

第49条 政府は、基本方針に基づき、…「特定社会基
盤役務基本指針」…を定めるものとする。（後略）

第60条 政府は、基本方針に基づき、…「特定重要技
術研究開発基本指針」…を定めるものとする。（後略）

第65条 政府は、基本方針に基づき、…「特許出願非
公開基本指針」…を定めるものとする。（後略）

【図1】基本方針と4本柱の基本指針との関係
（出典：内閣府 経済安全保障推進室2022年8月8日「経済安全保障推進法に
係る状況について」を基にMS&ADンターリスク総研作成2））
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このことはここ数年の大きな変化を物語っている。すなわち
自由貿易の劣化、世界貿易機構（ＷＴＯ）の機能不全等が生じ
たことである。たとえば、米中対立等にて、保護主義ともとられ
かねない貿易政策を採用する国が出て、自由貿易は確実に後退
した。ロシアへの経済制裁の影響も大きい。一部の権威国家に
よる経済への不公正な介入等により、政治と経済市場が独立
したままのグローバル化の動きでは対処できない事態が多発
した。

これまでは国際法が機能する自由貿易のもと、国を区別せず
経済的な最適化を追求したグローバル化が進められてきたが、
今生じている現実は、それが困難になったということである。 
いまや経済安全保障的思考等を導入した、新たなグローバルサ
プライチェーン構築・強靭化を目指す国・企業が、わが国を含め
増加する傾向にある（政策的に増加させようとすることを含む）。
つまり、政治が経済への関与を強めざるを得なくなっている。

⑶戦略的アプローチ（目標達成に向けた手段と方
法）の変化

国家安全保障戦略の改定前後のニュースでは、防衛予算の
ＧＤＰ比2％目標や、反撃能力・継戦能力の確保・強化等に注目
が集まった。事実、危機意識の高まりの反映か、表2にある改定
後の（1）～（3）等、防衛体制の強化や米国との協力の深化等の
表現は、改定前より切迫感・緊張感が増している。

さらに記載項目の変化に注目されたい。表2の赤字下線のよ
うに、経済安全保障およびそれに近しい安全保障問題の追記
が多い。これらも大きな変化といえよう。つまり、経済安全保障
関連の推進は、単に推進法ひとつのことではなく、一過性の問
題でもなく、今後のわが国の安全保障等の政治の根幹に正式
に組み入れられたことを意味する。

■改定前（2013年12月閣議決定）（１のみ下位項目紹介）

1我が国の能力・役割の強化・拡大
1.安定した国際環境創出のための外交の強化
2.我が国を守り抜く総合的な防衛体制の構築
3.領域保全に関する取組の強化
4.海洋安全保障の確保
5.サイバーセキュリティの強化
6.国際テロ対策の強化
7.情報機能の強化
8.防衛装備・技術協力
9.宇宙空間の安定的利用の確保及び安全保障分野での活用

の推進
10.技術力の強化

2日米同盟の強化

3国際社会の平和と安定のためのパートナーとの外交・安全保
障協力の強化

4国際社会の平和と安定のための国際的努力への積極的寄与

5地球規模課題解決のための普遍的価値を通じた協力の強化
普遍的価値の共有、自由貿易体制の維持・強化、エネルギー・
環境問題への対応等

6国家安全保障を支える国内基盤の強化と内外における理解
促進

【表2】国家安全保障戦略の比較（赤字下線：経済安全保障関連の内容が追加された項目等）

（MS&ADインターリスク総研作成）

■改定後（2022年12月閣議決定）（⑷のみ下位項目紹介）

⑴危機を未然に防ぎ、平和で安定した国際環境を能動的に創
出し、自由で開かれた国際秩序を強化するための外交を中心
とした取組の展開
日米同盟の強化、国際秩序の維持・発展、同盟国・同志国との
連携強化等

⑵我が国の防衛体制の強化

⑶米国との安全保障面における協力の深化

⑷我が国を全方位でシームレスに守るための取組の強化
ア）サイバー安全保障分野での対応能力の向上
イ）海洋安全保障の推進と海上保安能力の強化
ウ）宇宙の安全保障に関する総合的な取組の強化
エ）技術力の向上と研究開発成果の安全保障分野での積極

的な活用のための官民の連携の強化
オ）我が国の安全保障のための情報に関する能力の強化
カ）有事も念頭に置いた我が国国内での対応能力の強化
キ）国民保護のための体制の強化
ク）在外邦人等の保護のための体制と施策の強化
ケ）エネルギーや食料など我が国の安全保障に不可欠な資

源の確保

⑸自主的な経済的繁栄を実現するための経済安全保障政策の
促進

⑹自由、公正、公平なルールに基づく国際経済秩序の維持・
強化

⑺国際社会が共存共栄するためのグローバルな取組
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⑷経済安全保障関連の記載

まず、推進法および、その4本柱の着実な実行が記載されてい
る。さらに、推進法を不断に見直し、さらなる取り組みを強化す
るとしており、4本柱に、他の分野を順次追加することがうかが
える。

推進法の4本柱以外の経済安全保障関連の記載として、エネ
ルギー・食料など安全保障に不可欠な資源の確保（以下、「エ
ネルギー・食料等の安全保障」）が示されている。
「国際経済秩序の維持・強化」も示されている。具体的には、

世界貿易機関（ＷＴＯ）を中核とした多角的貿易体制の維持強
化や、不公正な貿易環境・経済的な威圧への対抗のための同盟
国・同志国等と連携した国際規範の強化等である。また、途上
国の自立性向上・経済発展のための支援等も含んでいる。

今後の推進法の拡張候補の筆頭は「セキュリティ・クリアラン
ス制度」である。そのほかの法改正・整備の候補には「データ・
情報保護」、「投資審査や輸出管理の強化」、「強制技術移転注4）

への対応強化」、「研究インテグリティ注5）の推進」、「外国からの
経済的な威圧に対する効果的な取り組み」等がある。

⑸セキュリティ・クリアランス制度

セキュリティ・クリアランス制度はもともと推進法で4本柱の
次の目標とされていたが、いったん見送られた内容である。当該
制度を構築している国は欧米先進諸国で複数例みられるが、
現状では日本にはない。国家の情報機関等が有するような安
全保障上の機密情報や、安全保障上重要となりうる最先端の
科学情報等を取り扱える資格者・施設を限定するために適格
性を評価し、認定する制度が一般的である。公的機関だけでな
く民間企業の個人・施設が取得できる制度も多い。

重要な機密情報を守秘できる個人・施設が認定されていれ
ば、官民連携はより進展するであろう。また、同盟国・同志国と
重要機密情報等について連携する際も、少なくとも日本で認定
されていることが必要となる場合も増える可能性がある。また、
認定されていればこそ共有できる情報の範囲も広がると考えら
れる。そのため、民間企業としても、競争力獲得や連携（海外企
業や外国政府との連携を含む）等でメリットを享受するケース
も増えよう。

ただし、審査では、経済的状況など個人情報の調査にも踏み
込むため、人権への配慮が必要となるといった課題もある。慎
重な制度設計を期待したい。

本稿執筆時点の最新情報としては、前述のとおり、2023年2月
14日に、当該制度の導入の法整備の検討につき岸田総理から
高市経済安保担当相へ指示があり、2024年の通常国会で推進
法の改正案が提出されると目される。

機密情報に触れる役職員がいる等、この制度を取得すること
を想定できる企業においては、自社内の機密情報の管理レベル
向上や、対象役職員の教育・管理強化等を早期に検討されても
よいと考える。

経済安全保障関連の
わが国の取組事例5

主な経済安全保障関連のわが国の取り組み事例を箇条書
きで示す。

〈支援系〉
◦ウクライナ紛争等を契機に露呈した半導体等の重要物資の

供給途絶が発生しないようサプライチェーンを強靭化するた
め企業等を支援する。

◦安全保障上重要なわが国の先端技術を育成・活用するため
企業等を支援する。

〈規制・制度系〉
◦他国からのサイバー攻撃等で停止したり、悪用されたりした

際に重大な負の影響を受けかねない基幹インフラを運営す
る企業等が、重要設備を導入・維持管理する際の規制を導
入する。

◦先端技術を巡る覇権争いが激化する国際環境を背景に、安
全保障上機微な発明の技術等が流出しないよう秘密特許制
度にて申請者の権利に配慮しつつ規制する。

◦安全保障上重要な機密情報等を漏洩（ろうえい）させず適切
に扱える人や施設を認定するセキュリティ・クリアランス制度
を設ける。

〈推進法以外を含めた関連する取り組み〉
◦国際経済秩序や、エネルギー・食料等の安全保障を維持・強

化する。
◦外資による安全保障上問題となりうる土地や企業の買収等

の管理を強化する。
◦海外との貿易管理を強化する。たとえば、来日している留学

生・研究者・組織役職員等の人による技術流出もみなし輸出
として管理強化していく注6）。

等
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1） 鈴木一人 「国家安全保障戦略における経済安全保障」東京大学公
共政策大学院

2）「経済安全保障推進法に係る状況について」内閣府 経済安全保障
推進室2022年8月8日＜https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_
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月10日）

3）「6番目の戦場—『認知戦（Cognitive Warfare）』」ロイター2021
年4月30日
＜https://jp.reuters.com/article/idJP00093300_20210430_0
0320210430＞（最終アクセス2023年3月10日）

各企業における
当該政策との向き合い方6

各企業における本問題への関与は容易でない場合もあると
考える。単純には安全保障を国とともに担う立場になったとい
えよう。ただし、多分に政治的で、企業単位はもとより、個人単
位のイデオロギーにもかかわる問題であるため、組織が一丸と
なって取り組める場合もある一方、そうでない場合も少なから
ず生じうると考える。その際は、たとえば、推進法対応の際、規
制には従うほかないものの、支援についても、支援を受けられる
等のメリット自体に注目して受け入れることも一案と考える。

さらに、この機に、推進法の対象でない企業におかれても、経
済安全保障に対応する体制整備（担当役員、担当組織、担当者
等の設置等）、グローバルサプライチェーンの棚卸等の実施を
検討されることをお勧めしたい。これらは、そもそも自社に対す
る関連リスク（供給途絶リスク、事業停止リスク、国家有事発生
リスク等）への対応になりえる。なお、これまでの国際的な考え
方や経済合理性と異なる判断を求められることもあるのが経
済安全保障のひとつの側面ともいえる。

取り組みの必要性が見いだせず、結果として対策を講じない
企業も少なくないと考える。しかし、たとえば台湾有事が生じた
場合、中台との交易が困難となるリスクや、重要な海上輸送航路

（シーレーン）が使えなくなる等により、中台以外の国 と々の輸
出入も困難となるリスクも考えられる注7）。このような事態発生
時の対応につき、この機会を通じ、簡略化した形式であっても
検討されておく方が望ましいのではないだろうか。

戦後の日本には安全保障を軍事中心で考える傾向があった
が、ここまで述べたとおり、戦争は武力によるものだけでないこ
とを再認識することが肝要である。たとえば、「認知戦」という
手法がある。相手国政府・国民の心理や認識に訴えかけ、意思
決定に影響力を及ぼそうとする戦い方で、陸・海・空・宇宙・サイ
バー・電磁波に並ぶ戦い方とも考えられている。認知戦自体を
ここで深くは論じないが、密偵を使って敵国の行政の中枢や民
衆を混乱させること等、とても古い時代からある戦い方である。
第二次世界大戦以前の日本も他国も少なからずこのような手
法を活用した。この手法が「認知戦」という呼称で昨今あらため
て注目されている注8）、9）。ＳＮＳ等を通じた他国のフェイクニュー
スなどにより世論が操作され政治の意思決定が変わることと
なれば、それは民主主義への挑戦でもある。

経済安全保障でも、認知戦による他国の動向に配慮すべき
であろう。たとえば台湾を統一する動きが現実となった場合
も認知戦を含めあらゆる手段を複合した「超限戦」とも呼ばれ
る手法がとられる可能性は高い。また、認知戦に特に重きをお
いた極端なケースでは、武力衝突なしに（たとえばシーレーン
の封鎖や台湾世論の操作等を主として、台湾への直接攻撃を 

しない）、ある日突然台湾とわが国の関係性が変わる等、考えら
れるシナリオは数多（あまた）あることもお伝えしておきたい。

既に諸外国の動向により負の影響が生じている企業等も多
くあると考える。今後の国際情勢、わが国政府の動き等の機微
をとらえ、また経済安全保障の主旨を踏まえたうえで、自社およ
びサプライチェーンを守るリスクマネジメントを期待したい。

以上

注）

1）ここでの「国益」は、わが国の主権・独立の維持や国民の生命・身体・財産の安
全確保等だけでなく、国際秩序の維持・擁護等も含んでいる。国益について
は後述する

2）推進法の概要は、弊社発行「ESGトピックス2022年度第3号」を参照されたい
3）米国等ではＤＩＭＥ （Diplomacy[外交]、Intelligence[情報]、Military[軍

事]、Economy[経済])と言われるが、これに技術が加えられている
4）企業が市場に参入する際に当局が技術開示を要求する事態等を指す
5）研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求め

られる、研究の健全性・公正性（文科省の定義より）
6）みなし輸出管理のあり方は2022年5月1日の制度改正により、見直されてい

る
7）たとえば、中東からの原油をはじめＡＳＥＡＮ、中東、アフリカ、欧州からの輸

出入品の多くが台湾の東側や南側を通過する航路（日本のシーレーンといえ
る）を使用している。この航路が使用不能等になった際は、迂回航路を取ると
しても運送時間やコストが跳ね上がる可能性がある

8）「2017年米国防省情報局のスチュアート長官は、『戦争の本質は変わらない
が、21世紀の戦いは、動的なものから大きく変わる可能性がある。敵は認知
領域で戦争を行うために情報を活用している。戦いの前又は最中に意思決
定の領域での情報戦に勝つことが重要である』との見解を示している。」（参
考文献3)）

9）2020年に示されたＮＡＴＯの戦略文書には『認知戦（Cognitive Warfare）』
という言葉が使用されている。NATOの戦略文書では、国際紛争が非対称
かつグレイな形をとる傾向があり、認知科学を活用し人間の心を操る事態が
増加しつつあるとの情勢認識を示している。そしてこれに対応するためには、

「ナノテクノロジー、生物技術、情報工学及び認知学」への投資が不可欠と
結論付けている。」（参考文献3)）
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自然災害

●トルコ･シリアでM7.8の地震 死者5万人超（海外）
2月6日(現地時間)トルコ南東部を震源とするマグニチュード(M)7.8の

地震が発生した｡約9時間後にM7.5の余震も起きた｡震源の深さはM7.8
の地震が17.9km､M7.5の地震は10.0km｡比較的浅い所で地震が発生し
たため､震源近くの地表が激しい揺れに見舞われたとみられる｡地震で
トルコとシリアの国境付近を中心に多くの建物が崩れ落ちた｡早朝の
地震発生に加え､レンガ造りで壊れやすい建物が多かったことが人的被
害の拡大につながったとみられる｡雪が降り､気温が氷点下に冷え込む
中での救助活動は困難を極めた｡

2月23日までに､トルコでの死者は4万3,500人以上となり､内戦下のシ
リアでは､反体制派地域も含め計6,700人以上が死亡した｡

内戦で国土が政府と反体制派の支配地域に分断されるシリアでは､
捜索活動が難航し､国際社会の支援も遅れた｡反体制派が支配するシリ
ア北西部では､2月9日､国連の人道支援物資が地震発生後初めて届い
た｡内戦による避難民向けに､国連は定期的に毛布や衛生用品などの
物資をトルコ経由で送っているが､輸送路が地震で遮断されたため到
着が遅れた｡

●大雪で2人死亡5人重軽傷､車両の立ち往生（新潟）
記録的な大雪の影響で､新潟県などは12月20日､県内で2人が死亡､5

人の重軽傷者が出たと発表した｡除雪作業をしていた80代男性が作業
中に川に落ちて死亡した｡また､自宅前の車内で暖を取っていたとみら
れる女性(27)が一酸化炭素中毒で亡くなった｡周辺は19日から雪による
停電が発生していた｡

18日午後には県内の高速道路で通行止めが実施された｡国道では19
日から車両の立ち往生が発生した｡国土交通省北陸地方整備局は､柏
崎市内の国道8号の約22kmと､見附市から長岡市にかけての国道8､17
号間の計約32kmを通行止めにして集中除雪を実施｡うち柏崎市内の国
道8号では最大800台以上の車両が立ち往生した｡ 

日常生活にも影響が広がった｡20日午後6時現在､県内で計約1万
3,700戸が停電し､物流も滞った｡大手運送会社は県内に宛てた荷物の
受け付けを停止､スーパーなどで食料品の入荷が遅れて品薄になった｡

●住宅の裏山で土砂崩れ2人死亡､民家17棟全壊（山形）
山形県鶴岡市で12月31日未明に土砂崩れが発生､巻き込まれた住民

2人が死亡した｡土砂崩れは集落の裏手で幅100メートル､高さ30メート
ルにわたって発生し､民家など17棟が全壊した｡市は直後､2次災害の危
険があるとして6世帯17人に避難指示を出した｡

大学研究機関の調査によると､土砂崩れは､岩盤がもろくなる｢山の風
化｣と､雨や雪解けなどの気象条件が重なったことが原因だった可能性
があることが分かった｡山形地方気象台によると､鶴岡市の2022年12月
の降水量は過去最多の500.5mm(12月30日時点)を記録｡大雪が降った
後に気温が上がり､発生時は現場に積雪がなかった｡

火災･爆発事故

●造船所で爆発 溶接作業中 1人死亡 （長崎）
12月22日､造船所で爆発事故があった｡建造中の船内で溶接作業をし

ていた作業員1人が心肺停止状態で発見され､死亡が確認された｡死亡
したのは下請け業者の作業員で､船底部分の穴をふさぐために鉄板を
溶接する作業中だった｡

●集合住宅で火災､8人死傷（神戸）
神戸市内の集合住宅で1月22日、火災が発生し8人が死傷した｡県警

によると､劣化した延長コードが原因で出火した可能性が高い｡火元は
1階角部屋で､死亡の86歳男性が住んでいた｡延長コードには複数の
ショート痕があり､周辺の床が建物内で最も激しく燃えていたことから､
コードが出火の原因とみられている｡

司法解剖の結果､男性の死因は煙を吸い込んだことによる急性一酸
化炭素（CO）中毒と判明した｡全身にはやけどの痕があった｡男性は外
出時に車椅子を使用するなど足が不自由で､火災時に逃げ遅れたとみ
られる｡この火災で77〜86歳の住人男性4人が死亡｡60代の男性2人が
喉をやけどするなどして意識不明の重体､40代と70代の男性2人が重傷
を負った｡

建物は築約60年で計31部屋あり､生活困窮者らを受け入れていた。
2､3階に出入りするための外階段はあるが､建物内部には2階への階段
はなかった｡現在の所有者に譲り渡された2002年12月以前は､1階が医
院と店舗､2階がテナント､3階が住居として使用されていた｡各階で用途
が違うため､1階からの階段は設置していなかった｡

業務上災害

●トンネル工事現場でコンテナ落下､作業員2人死亡（愛知）
12月23日､愛知県内の自動車専用道路のトンネル工事現場で､クレー

ンでつり上げていた鉄製コンテナが落下し､男性作業員2人が下敷きに
なった｡2人は病院に搬送されたが､死亡が確認された｡落下したコン
テナは縦2.5メートル､横5メートル､高さ2.3メートルで重さは2〜3トン｡
トンネルを掘るための水をためるのに使われていた｡撤去するためク
レーンで数メートルつり上げ､2人が泥を取ろうと下に入ったところ､つ
り具が壊れて落下したという｡

●マンション建設現場で鉄筋落下 作業員ら2人死傷（東京）
1月18日、都内のマンション建設現場で鉄筋が落下し作業員ら2人が死

傷した。高所から長さ約１メートルの棒状の鉄筋が落下し、地上にいた
作業員（52）が、頭などを強く打ち、搬送先の病院で死亡、近くにいた警
備員（50代）も負傷した。警察が事故原因を調べている。
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業務遂行上の事故

●個人情報流出､システム管理会社に賠償命令（群馬）
自治体のサーバーが不正アクセスを受けて､小中学生ら約5万人の個

人情報が流出したとして､自治体がシステム管理会社に損害賠償を求
めた訴訟で､前橋地裁は2月17日､会社の責任を認め､約1億4,300万円の
支払いを命じた｡

判決によると､自治体は2015年5月､教育委員会と公立学校などをつ
なぐ情報システムを管理する委託契約を同社と結んだが､2018年3月外
部からシステムに不正アクセスがあり､児童･生徒の氏名や生年月日､性
別、住所などの個人情報が流出した可能性が高いことが判明した｡同社
が個人情報管理の設定などに不備があったまま自治体にシステムを引
き渡し､設定が不適切であることを認識していたなどとして､契約義務
が果たされていなかったとした｡

一方で同社も自治体を相手取り､トラブル対応費などとして約1,100万
円を請求する訴訟を起こし､裁判所は自治体が同社に約950万円を支払
うよう命じた｡

施設・設備安全

●宿泊客の転落死 ホテル側に賠償命令 地裁判決（大阪）
大阪市内にあるホテル22階の部屋のバルコニーから宿泊客（40代

男性）が転落死した事故を巡り、遺族がホテル運営会社に計約1億
3,160万円の損害賠償を求めた訴訟の判決で、東京地裁は2月27日、柵
が基準を満たさず安全性に問題があったとして同社に計約1,780万円
の支払いを命じた。裁判所は、非常時の避難場所だったバルコニーに
は金属製の柵があったが、高さは72cmで建築基準法施行令に定める
基準（1.1ｍ以上）を下回り、違法だとした。宿泊客がスマートフォンで
風景を撮影していたことなどから、バルコニーに立ち入った際、誤って
バランスを崩して転落したと認定した。ホテル側は、不特定多数の出
入りが想定されない場所では、施行令の基準は適用外と主張した。裁
判所は非常時にこそ「切迫した状況と、避難者の不安定な心理状態に
鑑みて転落の危険性が高い」とし、基準は適用されると判断した。一方
で宿泊客の過失もあったとして賠償額を減じた。ホテル側は控訴する
方針。

製品安全

●ゆで卵に指定外添加物 製品を自主回収 （岩手）
岩手県は12月23日､食品へ使用してはならない指定外添加物｢塩化ジ

デシルジメチルアンモニウム｣を味付けゆで卵の製造過程で使ってい
たとして､県内の企業に対し食品衛生法に基づく無期限の営業禁止を
命じた｡対象製品は大手コンビニなどを通じ全国で売られており､同社
は味付けゆで卵を含む15品の自主回収を進めた｡同社によると､味付け
ゆで卵は1日約12万個製造しており､製造部門がカビを予防する目的で
ゆで湯に使用したという｡

自治体が21日同社を立ち入り検査した結果､味付けゆで卵の殻や､卵
をゆでる湯から添加物が検出された｡卵の白身や黄身の可食部からは
検出されなかった｡自治体は｢通常の食べ方で健康被害は考えにくい｣
としている｡

●輸入ワイン1万本自主回収 瓶の破片混入の恐れ(国内)
酒類の製造販売会社は2月1日､輸入販売するフランス産ワインのハー

フボトル（375ml入り）商品約1万500本を自主回収すると発表した｡瓶の
注ぎ口部分が欠け､破片が混入した可能性があるとしている｡2022年7
月から23年1月にかけて出荷した商品が対象｡飲食店で提供されたワイ
ンに欠けが見つかり､回収を決定した｡

情報セキュリティ･システム障害

●SNSから個人情報流出 2億3,500万人分 (海外)
米インターネット交流サイト（SNS）から､2億3,500万人分の個人情報

が流出した可能性があることが1月6日までに分かった｡セキュリティ企
業によると､利用者のアドレスや名前､電話番号などが闇サイトで販売
されていた｡個人情報はネット上のハッカー用のフォーラムに投稿され
ており､匿名で政府批判を行っている人の身元特定や､アカウント乗っ
取りなどに悪用される恐れがあるという｡データは2021年時点のもので
､システム上の欠陥を利用して集められたとみられる｡SNS運営会社によ
るとソフトウエアの欠陥はすでに修正されたという｡

●業務システムで不正アクセス 顧客情報流出（国内）
衣料品の製造販売会社は1月24日、業務システムのサーバーが不正

アクセスを受け、最大約104万件の顧客の個人情報が流出した可能性
があると発表した。不正アクセスの影響で通販サイトは一時休止に追
い込まれた。不正アクセスが同月18日に判明し調査したところ、流出
した恐れがあるのは、2019年8月以降に通販サイトで商品を購入した
り自宅配送サービスを利用したりした顧客の氏名や住所、電話番号、
メールアドレスなど。クレジットカードなど決済に絡む情報は含まれ
ていないとしている。

知的財産権

●海賊版ソフト使用 著作権侵害 8,300万円賠償（北海道）
公立の研究機関で､職員(62)が正規品ではないと知りつつ､不正に入

手した海賊版のソフトウエアをパソコンにインストールして研究に使用
していた｡正規品を製造･販売する米国の会社からの訴えを受けて調査
した研究機関は著作権の侵害を認め､和解金として損害賠償金約8,300
万円を支払った｡

米国の会社から8月､同機関のパソコンで｢海賊版ソフトウエアが不
正に利用されたことが確認された｣との連絡があった｡調査したところ、
職員が2018年､インターネットで見つけた3次元図面を作成する海賊版
ソフトウエアを無断でパソコンにインストールし､研究に使用していた
ことが分かった｡
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自然災害時の避難に関する実態と意識に関する調査

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社（取締役社長：中村 光身）は、過去の大規模自然災害被災地の住民を対象に自然災害
発生時の避難をテーマとするアンケート調査を実施しました。本調査では、回答者には自然災害発生時にとった行動とその理由
や、避難行動のプロセスを促進する要因に関する設問に回答していただきました。
内閣府が作成した「避難情報に関するガイドライン」には、「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、自らの判断で主体的な
避難行動をとることが必要との記載があります。しかし、同ガイドラインの理想ほどには個々人の避難行動の意識は一様ではあり
ません。近年、自治体から警戒レベル4の避難情報（当時の避難勧告・避難指示）が発令された自然災害に直面した人々はどんな
考えで、どんな行動をとったのでしょうか。

※本調査の詳細内容についてはＭＳ＆ＡＤインターリスク総研オフィシャルサイトで公開しています。
https://www.irric.co.jp/risk_info/research_letter/index.php

2  調査の概要について

①風水害（650名）
●2020年7月豪雨（熊本豪雨）（地域：熊本県人吉市、球磨村他）200
名
●2019年10月台風19号（令和元年東日本台風）（地域：福島県中通
り、長野県長野市他）200名
●2018年7月豪雨（西日本豪雨）（地域：岡山県倉敷市他）250名
②地震（350名）
●2018年9月北海道胆振東部地震（地域：北海道厚真町他）150名
●2016年4月熊本地震（地域：熊本県阿蘇市、益城町他）200名

⑴調査実施期間
2022年10月6日（木）～10月14日（金）

⑵調査方法、調査対象者
Web形式でアンケート調査を実施した。調査対象者（回答者）は、
以下の自然災害の被災地域より抽出した合計1,000名である。いずれ
の自然災害においても、被災地域の市区町村より避難勧告、避難指
示（緊急） 、つまり警戒レベル4情報が発令されている。

3  主な調査結果について（抜粋）

■自治体から警戒レベル4の避難情報（当時の避難勧告・避難指示）
が発令された自然災害の発生時に、自宅にいたとした回答者のう
ち、自宅外に避難をしたのは16.9%であった。この値（自宅外避難
率）を自然災害種類別にみると、地震の場合36.3%、風水害の場合
5.7%と、6倍を超える開きがみられた。

■自宅以外の場所に避難したきっかけ、要因は「自己判断」が約5割
で最も多く、「周囲からの呼びかけ」（28.4%）、「行政からの避難情
報」（20.6%）がそれに続く。

■自宅外に避難しなかった理由については、「自宅は安全だと思っ
た」とする回答が過半数で最も多い。また、4人に1人が「自分は被
害に遭わないと思った」と回答している。

■「自分は被害に遭わないと思った」の回答者を「正常性バイアス」
が働いたと見なして分析した結果、「自分は被害に遭わないと思っ
た」の回答率は各年代を通じて女性よりも男性の方が高いという
結果となった。

■全回答者の65.7%が金銭の給付は避難の「動機づけになる」と回
答した。この回答率は若年層において高く、高齢層において低い傾
向が見える。

１  調査結果のポイント

今回のアンケート調査は、風水害と地震の被災地域の住民を対象
としている。自然災害の種類（風水害と地震）別に回答者の取った避
難行動に差異が生まれるかどうかを確認すべく集計を行った（表1）。
「自宅以外の場所に避難をした」と回答した人の割合（自宅外避難
率）は地震の場合で36.3%、風水害の場合で5.7%と、開きがみられ
た。

また、本調査では自然災害の種類（風水害と地震）別に回答者が
避難をしたきっかけについて聞いている（図１）。地震で自宅外に避
難した回答者の最も多い回答が「自己判断」（55.0%）である。一方、
風水害で自宅外に避難した回答者の最も多い回答は「行政からの避
難情報」（43.3%）であった。これらから、自宅で地震に遭った回答者
の多くは自らの直感（自己判断）に従って行動をとったことがうかが
える。

【表1】災害の際、被害を避けるため避難や移動をしたか（自然災害種類別）

【図１】自宅以外の場所に避難をしたきっかけ（自然災害種類別）

「特に移動や避難をしなかった」および「自宅内の安全な場所に移
動した」とした回答者にその理由を聞いた（図２）。いずれの回答者も
「自宅は安全だと思った」とする回答が最も多かった。

【図２】なぜ自宅外に避難しなかったのですか。
その理由としてあてはまるものお選びください。（いくつでも）
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2  調査の概要について

①風水害（650名）
●2020年7月豪雨（熊本豪雨）（地域：熊本県人吉市、球磨村他）200
名
●2019年10月台風19号（令和元年東日本台風）（地域：福島県中通
り、長野県長野市他）200名
●2018年7月豪雨（西日本豪雨）（地域：岡山県倉敷市他）250名
②地震（350名）
●2018年9月北海道胆振東部地震（地域：北海道厚真町他）150名
●2016年4月熊本地震（地域：熊本県阿蘇市、益城町他）200名

⑴調査実施期間
2022年10月6日（木）～10月14日（金）

⑵調査方法、調査対象者
Web形式でアンケート調査を実施した。調査対象者（回答者）は、
以下の自然災害の被災地域より抽出した合計1,000名である。いずれ
の自然災害においても、被災地域の市区町村より避難勧告、避難指
示（緊急） 、つまり警戒レベル4情報が発令されている。

3  主な調査結果について（抜粋）

■自治体から警戒レベル4の避難情報（当時の避難勧告・避難指示）
が発令された自然災害の発生時に、自宅にいたとした回答者のう
ち、自宅外に避難をしたのは16.9%であった。この値（自宅外避難
率）を自然災害種類別にみると、地震の場合36.3%、風水害の場合
5.7%と、6倍を超える開きがみられた。

■自宅以外の場所に避難したきっかけ、要因は「自己判断」が約5割
で最も多く、「周囲からの呼びかけ」（28.4%）、「行政からの避難情
報」（20.6%）がそれに続く。

■自宅外に避難しなかった理由については、「自宅は安全だと思っ
た」とする回答が過半数で最も多い。また、4人に1人が「自分は被
害に遭わないと思った」と回答している。

■「自分は被害に遭わないと思った」の回答者を「正常性バイアス」
が働いたと見なして分析した結果、「自分は被害に遭わないと思っ
た」の回答率は各年代を通じて女性よりも男性の方が高いという
結果となった。

■全回答者の65.7%が金銭の給付は避難の「動機づけになる」と回
答した。この回答率は若年層において高く、高齢層において低い傾
向が見える。

１  調査結果のポイント

今回のアンケート調査は、風水害と地震の被災地域の住民を対象
としている。自然災害の種類（風水害と地震）別に回答者の取った避
難行動に差異が生まれるかどうかを確認すべく集計を行った（表1）。
「自宅以外の場所に避難をした」と回答した人の割合（自宅外避難
率）は地震の場合で36.3%、風水害の場合で5.7%と、開きがみられ
た。

また、本調査では自然災害の種類（風水害と地震）別に回答者が
避難をしたきっかけについて聞いている（図１）。地震で自宅外に避
難した回答者の最も多い回答が「自己判断」（55.0%）である。一方、
風水害で自宅外に避難した回答者の最も多い回答は「行政からの避
難情報」（43.3%）であった。これらから、自宅で地震に遭った回答者
の多くは自らの直感（自己判断）に従って行動をとったことがうかが
える。

【表1】災害の際、被害を避けるため避難や移動をしたか（自然災害種類別）

【図１】自宅以外の場所に避難をしたきっかけ（自然災害種類別）

「特に移動や避難をしなかった」および「自宅内の安全な場所に移
動した」とした回答者にその理由を聞いた（図２）。いずれの回答者も
「自宅は安全だと思った」とする回答が最も多かった。

【図２】なぜ自宅外に避難しなかったのですか。
その理由としてあてはまるものお選びください。（いくつでも）
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